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１人件費補助の意味するもの（２）
一私立大学の経営と国庫補助一
尾形憲
4．戦後の私大経営（全体的検討）
戦後の教育改革の中で，私学の存在意義は再認識され，その公共性を強
調するとともにこれに対する公費助成の合懲性を確認するものとして，
1949年私立学校法が制定された。また単線型教育体系は国民に大きく教育
の門戸を開放し，とくに６０年代以降の「高度成長」のなかで大学への志
願者の殺到は，戦後のベビー・ブームの波と重なって未曾有の「大学ブー
ム」をもたらすに至った。しかし一方，一旦やや鎮静したかに見えた戦後
インフレーションは，「高度成長」とともに再燃し，６０年代から７０年代
と急激な物価上昇が続くこととなった。こうしたさまざまの変化のなかで，
私たちが前節で見たような決定的な学費依存という私大経営の原型は，ど
のように変容してきたのであろうか。
戦後の私大経営の分析に入る前に，私たちは私大の収支にとって重要な
要因である学生数，学費，教職員数およびその賃金水準がどのように変っ
●
てきたかを見てみよう(】)。
（１）これらについてはnil稲(『経済志林』３５－１および３６－１）で検対したこと
があるが，その後の変化をふくめて概観することにする。
はじめに学生数であるが，これは，前節で見たように，日本型の私大経
営にあっては，最も基本的な要素である。第８表および第１図によれば，
新制大学発足後の学生数の急増は，その大半を私大によって吸収され，私
大学生数の占める比率は５２年の56.4％から一貫して上昇し，７０年には
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1）新制大学のみ。学生数は学部のほか大学院，専攻科，別科等をふくむ。2）出所は文部省『教育統計資料集・累年編』。ただし70年は『速報』。
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第１図大学学生数推移（1952年-100）
学生数
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注：第８表より作製。 度
74.4％を占めるに至る。逐年の増加状況を見れば，５５年前後から増勢は
￣且やや鈍化するが，６０年代に入るや爆発的な上昇に転じ，６６年ごろか
ら再び増加のテンポは鈍ってくる。６０年代の急増は，上に見た一般的な理
由のほか，技術革新・「高度成長」を背鍛とした理工系学生の増員要請，
女子の進学率の高まり，６２年度以降公・私立大学の学科増設および学生増
募が文部大臣との事前協議を要せず主として大学自体の判断で行なわれる
ようになったことなどの諸要因があるが，一方昂進するインフレーション
に私大が学生増および学饗増をもって対応せざるをえないという経営の面
からする要因があったことは見逃すことができない(2)。こうした経営面か
４第９表大学入学者数推移
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注１）各欄の右側は前年を100とした指数。
２）『教育統計資料集・累年網』（７０年は『速報』）により学部学生のみ。
らする影響あるいは制約は，前節で見たような学生の専門分野別構成にも
現われており，理工系ブームの中で理科系学部学生の比率は，『基本調査』
によれば，５８年から６９年まで国立が33.7％から47.3％という高まりを
見せているのに対し，私立では２１．９％からようやく27.4％という増加を
示しているにすぎない。
（２）６０年代以降の学生急増については，「商度成長にともなう独占資本の要舗」
となす見解が多いようである。錐者はこれに批判的な見解であるが，いずれ稲
を改めて，とくに大卒労働市場の問題とかかわらせながら考察することにした
い。
６６年ごろからの学生数増の頭うち傾向は，入学者数について見るならば
さらに明瞭となる。第９表によれば，国・公立は前年比減という年がいく
年度 国立 公立 私立
藤
￣了戸｜
熟’
人件費補助の意味するもの（２）５
つかあるが，私立は一貫して入学者数を増加させてきた。その増加率は６０
年代に入り前年比ほぼ10％前後から最高20％近くという急テンポであっ
たが，６６年を境に急落に転じ，とくに70年は前年比わずか0.5％の微増と
なっている。６６年はベビープームにあたる世代の高校卒業の年であり，進
学率の高まりにもかかわらず高校卒業者数は６７年をピークとして低下へ
と向っている。このことが入学者数増のその後の鈍化を理由づけている大
きな要因ではあるが，それと同時にあとで見るように，高校卒業者の進学
志望率もこの頃から低下しているのであって，こうした傾向は私大の経営
にとって重大な意味をもつ。
次に学費はどうか。第10表および第11表を見てみよう。昼間学部初年
度納入金と大学院等をふくむ全学生１人当り平均学費という相違はあって
第10表私立大学学生初年度納付金平均年額推移
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６第１１表学生１人当り平均学費（千円）
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注１）各年度『基本調査』により範出。
２）大学院・夜間などのほか通僧Iiik青をもふくみ，
（）内は通信教育を除いたものである。
（66年の『基本綱査』の「283授業料・入学金・
手数料等」において私立大学の数字は膜って昼
間部のみのものが掲げられている｡）
も，この両表を通じて明らかなことは，６０年代に入って学喪の昂騰は急激
となっているが，学生増の鈍化とほぼ時期を同じくして６７年頃から騰勢
は鈍化し，とくに６９年以降著しい伸び悩みを示していることである。前
節で見た戦前と異なって，概して大学側が独占的ともいうぺき立場にある
戦後では，こうした学費の値上げが可能であったし，６７年ごろからの頭打
ちは一連の大学「紛争」が大きく影響していることは明らかである。なお
学費の内容については，しばしば指摘されるように，とくに60年代以降の
急臘の中で授業料以外の入学金とか施設拡充費とかいう費目の比重が大き
くなっており，戦前(3)の1934年に学費中93.5％を占めていた授業料は６８
年において５６．６％と半分近い比重になっている。第12表を見ても同様で
ある。しかも以上の数値には，いわゆるヤミ入学金，補欠入学金といった
たぐいのものはふくまれていない。
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（３）戦前との学費の比較で，しばしば消費者物価指数の伸びがひきあいに出され
る。たとえば1934～6年を１．０とした場合67年の全都市消賢者物価指数が483.5
であるのに対して，私大の納付金は1607.1,国立のそれは128.0であるという
ようにである（文部省『わが国の私立学校』ｐ､149)。この場合，大学の内容が戦
後は変っており，学生の階層も戦前よりはるかに一般化されていることを考慮し
ない単純な比較は誤りであろう。
第12表私立大学（昼間）の学生納付金の学校収入に占める割合（％）
【IWiI付金
霞業料取
金に占める割信
注&文部省『わが国の私立学校地.'51
２）借入金は学校収入から除いてある。
ちなみに７１年度における学科別平均の学生納付金は第13表の通りであ
り，これを国立の現行授業料12,000円，入学金4,000円と比較すれば，
授業料で7.5倍，入学金で13.3倍，初年度納付金合計で14.7倍という大
きな差があるということになる。
収入の基本的要因である学生数および学澱については以上の通りである
が，私たちは転じて支出の側の要因として重要な教職員数およびその賃金
を見てみよう。教員数は第８表で見たようにかなり増加はしているが，前
稿で指摘したように，６０年代の学生急増には追いつけず，教員１人当り学
生数は第１４表で見るように徐々にではあるが増加してきている(`)。一方
職員数も第１５表のような増加を示すが，概していうならばこれも学生増
よりおくれ，その結果職員１人当り学生数は５２年の２３．４人から７０年の
27.5人へと増大する。
（４）教員１人当り学生数の増加徹lnjは私立のみならず，国・公立にも共通であ
るが，とくに公立で著しいことは注目に値する。
教職員の賃金については利用しうる十分な資料がないが，さしあたり文
部省が３年ごとに行なっている「教員綱査」と，毎年の人事院1の調査に
1935 1960
６７９４０●●、１８２４５４９ ２０２９０●■■７６１２５３２６
区分
学 生
授
そ
納付金
業料
の他
授 収入の学生納
付 合 ？
８第13表1971年度学生納付金平均額
大学（関係学部別） (円）
鰍拡充擬|(蕪の鍋蝋）関係学部別｜授業料 合計|受験料敷地巍滴鋼
文
神
社
法
。
育
教
祉
経
系
80.411 29,771
9,727
22,650
20,030
23,064
54,992
370778
36,000
44,696
47,８４５
49,455
27,889
50,750
40,627
43,411
214,629
138,394
158,650
180,397
190,807
5,311
５０２２２
５００００
５，２８４
５，２８９
63.000
49.250
75.044
76.487
、
●
Ｕ
爪
ソ
■
内
】
9861６４．８（
鴎”｜匪 【］
56.4001２８兜一
鍋
託
､８１５－Ｆ秤。
全平均 53,206159,853131,4871234,75215,71390.206
注：文部省振興課調ぺ゜
第14表専任教員１人当り学生数推移
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注：各年度『』 こより算出。ただし教員には助手をふくまない。基本調査』
公立 私立
人件費補助の意味するもの（２）９
１第15表職員数および職員１人当り学生数推移
１Ｍ」
OＩＩ 
DB１１１ 
Ｍ１４６３６１１８－９８s 
ＨＣ 
5６１４８－８ 
4８ 
注：各年度『基本調査』（７０年は『速報』）による。
６ 
第16表本務教員平均貿金推移 (千円）
公立を１００とし
て私立の指数
７０．７ 
８２．３ 
８８．６ 
９１．８ 
９２．３ 
８１．５ 
８０．４ 
８６．８ 
８３．９ 
７９．３ 
年度 章1亨億６０２ ●●● 霞虹銅姐砺1953 ５６ ５９ ６２ ６５ １５２ ●●● ８５１５０ １２３４６ 
Ⅷ 学教助嚇助 長授授師手 190.3 127.6 ８６．３ ６８．２ ５３．１ 155.1 102.6 ７４．９ ５７．２ ４０．５ 教計 83.3 74.8 89.8 
注：各年度『学校教且調査報告書』（68年のみ『学校教員需給綱迩報告:i卿）によ
り５月分（68年は９月分）の税込み賃金総額である。
職員数
国立 公立 私立
RMi員１人当り学生数
国立） 公立 私立
２０６０８８４７００８２１９９０７０７ ２８０２６４０７４４０４６４５６４３６ ４０７７２３８９１９３１３７８８３１３ Ｄ９０９９００Ｆ９りり９０，、９９りり２３３２２２２３４４３５６７８９２３５ ３３３３３３３３３３４４４４４４５５５ 皿魍晒班蝿鋼躯靭麺駈狐蝿蠅皿銃卸鎚蛎蠅戻り【。６６戸。（Ｕ（ｂ６７庁ＩＲ》（巴（己ｑ）９ｑ）（己Ｒ）（ひ ９？９９９９９９ｐ９０，リリ！？９１９ 、哩卸皿鍼躯理皿卸職睦迦蠅池廻晒城獅皿０９Ｐ９０９０９９９Ｊｐ、ワ９か９３９９，ｍｍⅢ週嘔咽Ⅳ四ｍｍ型”釦調弱釘犯 ８１４７９９８６６６６８９０３６６７６ ●●■●●●●●●●＄●●。●ＣＯ●●４５５５５５５５５５４４４５５５５５５ ４０８０３１２２９１９００２５７８６６ ■●●●●●●Ｄ●●●●●●●●●●● ３４３４４４４４３４３４４４４４５５５ ４５６７８０８８３６６４４２３５５７５ ●。●●●●①●●●●●●●●●●●●鋼溺配班型溺巫塑羽鋼皿溺皿型塑配酪配酊
度
２３４５６７８９０１２３４５６７８９０ ５５５５５５５５６６６６６６６６６６７ ９ 
乙の二
１ 
列年
10 
よって，教員の賃金の推移を見てみよう。第１６表によれば53年から６８
年に至る間に私大教員の賃金は平均24,000円から74,800円へと３．１倍の
増加を示し，また第17表では60年から69年までに32,225円から82,937
円へと２．６倍になっている。もっともこの増加は，「毎月勤労統計調査」に
よる30人以上事業所の常用労働者のきまって払われる賃金の指数が68年／
53年比3.0倍であり，６９年/６０年比が2.5倍であるのと比較すれば，僅か
にこれらを上回る程度である。それでも表から明らかなように，以前より
も国公立と私立との格差はかなり縮まってきている。しかし，ここ数年こ
の格差縮少は頭うちないし逆転という傾向にあるが，これはあとで私大経
営の逼迫と関連して見ることになる。ともかくこうした賃金上昇を，比較
の時点の若干のずれがあるが，第10表に見た初年度納付金が68年/55年
比5.9倍，６９年/60年比3.1倍であり，第11表の学生１人当り平均学費が
68年/57年比４．５倍，６８年/60年比３．４倍であるのと比較すれば，それら
をはるかに下回っている。
このように，私大の収入の基本的要因である学生数と学饗との増大に対
第17表国・私立大学教員平均撹金比較
年度ｌ国立(Ａ）｜私立(Ｂ） Ｂ/Ａ 
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37,894円
４６，１０７ 
４９，４７７ 
５４，４２０ 
５８，８７６ 
６４，４９２ 
６８，８０５ 
７３，３４１ 
８０，０８４ 
８６，９２７ 
96,416 
108,793 
32,225円
３９，９５７ 
44,098 
４９，７９６ 
５４，７９３ 
６０，８０５ 
６５，３５２ 
７１，６７６ 
７７，９５１ 
８２，９３７ 
92,333 
103,860 
注：『人事院月報』各年度９月号（59年のみ８月号)による。
人件澱Ni肋の意味するもの（２）ｕ
し，支出のこれまた基本的要因である教職員数および賃金の増大はこれに
及ばない。そうだとすると，６０年代以降叫ばれてきた私大の「経営危機」
とは何であったのか。私たちは全体としての私大経営状況の検討の中で事
実を見ることにしよう。
全体的検討のための資料としては，文部省の『基本調査』および『私立
学校の支出および収入に関する調査報告書』(60年以降。以下『収支調査』)，
『学校法人財務状況調査報告番』）（63年以降。以下『財務調査』）が主要な
もので，そのほか私立学校振興会（以下『振興会』)および日本私学振興財
団（以下『振興財団』）の調査もある。『基本調査』は調査内容に変更があ
ったり，６２年以前は法人単位であたりして，とくに大学についての一貫し
た逐年の比較がしにくいし(い，また『収支調査』は法人単位の収入および
経費を各学校種別ごと区分しているため，大学だけでの比較ができるが，
もともと区分には共通経費を在学者数で按分するなど技術的に若干無理が
あり，また最初の３カ年は回答率が89.3％，９０．６％および９８．３％とか
なり商いが悉皆調査にはなっていない。こうしたことがあるので，以下こ
の両資料を併用して検討を進めることにする。
（５）文部省の『日本の教脊統i{･』では，『基本鯛査』の62年以前についての諸
費目を学校種別ごと在学者数によって按分しているが，このため６３年以降と
著しい不接続があり，利用しにくい。
第１８表は『基本調査』により文部大臣所轄の学校法人の収支状況を見
たものである。従って大学法人のみならず短大法人・高専法人もふくまれ
ており，また大学法人内では大学だけでなく併設する短大・小・中・高校
などもふくむ収支内容となっている。しかし大学の収支が大部分を占めて
おり，そのおおまかな傾向を見るために利用することはできる。６３年以降
の『基本調査』の内容は『収支調査』と同内容のものを含み，法人単位で
なく各学校種別ごとの内容となっている。
第19表は『収支調査』により６０年以降の大学のみの収支状況を主要な
費目とともに見たものである。第１８表と比較すれば，年度の相違はある
第18竃文部大臣所轄の学校法人収支状況推移 (百万円） 凶③
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(百万円）第19表私立大学収支状況推移
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注１）各年度『収支調査』および『基本調査』による。ただし初年度納入金および教員賃金は前出。２）校内事業収入は付属事業収入と補助活動事業収入の計。３）収支について６０～６２年は悉皆調査となっていないほか６６年から収支調査の内容に若干の変更があり，純収入には収益事業からの繰入が含まれている竃どの不接続がある。４）人件費は用務員給与，宿・日直手当および私共済負担金，退職・死傷手当をもふくむ。
1４ 
が，消費的支出や人件費の諸比率が消費的支出／純収入計比率や人件費／
授業料比率を除き，いずれも文部大臣所轄法人での方が大学のみのものよ
り１０～20％高い。こうしたちがいは，短大での諸比率が大学よりかなり
低いことを考えれば，少し<意外である。個別大学法人では併設の小･中・
高などが「赤字」で，大学だけの諸比率が法人でのそれより低いという例
もあるし,『収支調査』の場合の大学の数値に法人経費がふくまれていない
ということもある。それにしても，両調査でのこうした差はなお検討の要
がある。
ともかくこの両表において，人件喪諸比率に焦点を合わせて見るならば，
その学饗，学費プラス校内事業収入および授業料に対する比率は，文部大
臣所轄法人においてそれぞれ７０％，６０％および100％を前後しており，
大学の場合は60％前後，４０％，および100％台を上下していて，戦後著
しく経営状況が悪化したという傾向は見られない。むしろ戦後は授業料以
外の諸費目の比重が著しく高くなっていることを考えて，人件費の学費や
学費プラス事業収入に対する比率をやや仔細に見るならば，とくに６０年
代以降はむしろ低落傾向さえうかがわれる-68年には若干上昇するが－の
である。消費的支出の諸比率を見ても，同様の傾向が見られる。こうして
●、●●●●●●●●
全体として見るかぎり，少なくとも６７年までの私大の経営状態は基本的
な経常面では悪化してはいないということになる。こうした結論は，私た
ちがさきに見た学生数，学費，教職員数，その賃金水準という諸要素の変
化からも裏付けられる。６７年/60年の諸指標の増加率を第19表で見れば，
人件費増は学費増におくれていることが明らかである。６０年度の調査が回
答率の低いことを考慮して，他の年度を基準にしても，こうした傾向は大
きく変らない。
私たちは前節で戦前の人件費比率が学喪，学費プラス事業収入，授業料
に対してそれぞれ７９．６％，６０．８％，85.1％（1934年）であったことを見
た。こうした比率に比べるならば，戦後の諸比率は基本的にむしろかなり
低いということになる。
人件費補助の意味するもの（２）１５
もつとも前節でふれたように，戦後の私大の収支構造は戦前のそれとか
なり異なっている。前出第１９表でも借入金および債務償還費の伸びがき
わだって高いが，第２０表を見ても，収入の面では戦前ほとんど問題にな
らなかった借入金がきわめて大きな比重をもち，最近減少に転じたものの，
それでも総収入の20％をこえている。一方支出面では，第21表に明らか
なように，戦前は10％程度にすぎなかった資本的支出が近年は30％以上
を占め，借入金の増大と対応している。また戦前ネグリジブルといってよ
かった債務償還費の比重がきわめて大きく，盗本的支出と合わせれば総支
第20表私立大学(昼間)の収入項目別楢成比推移 (％） 
年度｜学費｜補助金｜寄付金｜借入金|付属卒業収入|その他
７
６
８
４
２
４
０
８
７
 
●
●
●
●
①
●
⑪
Ｃ
Ｏ
 
２
９
８
６
９
７
８
７
７
 
１
 
６
６
０
６
５
８
２
０
６
 
６
０
●
■
●
●
●
●
●
 
９
８
６
４
４
２
２
２
２
 
０
５
１
１
７
７
６
８
７
 
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 
４
４
４
７
４
７
５
４
５
 
r1 
L｣ 
注：『収支調査』による。なお便宜昼間のみの数字であるが全体でも大差はない。
第２１表私立大学(昼間)の支出項目別樹成比推移(％）
年度｜消費的支出｜資本的支出ＭＨ務償還聾
1960 
６１ 
６２ 
６３ 
６４ 
６５ 
６６ 
６７ 
６８ 
５
１
２
５
１
５
９
５
６
 
●
●
●
●
●
●
●
●
□
 
４
３
３
８
８
５
４
５
９
 
５
５
５
４
４
４
４
４
４
 
１
４
５
８
９
５
３
２
４
 
●
●
●
●
●
の
●
●
●
１
５
３
７
５
５
５
５
０
 
３
３
３
３
３
Ｄ
Ｊ
３
３
３
 
４
５
３
７
０
０
８
３
０
 
●
●
●
●
●
●
●
Ｃ
Ｏ
 
４
１
３
３
６
９
９
９
０
 
１
１
１
１
１
１
１
１
２
 
注：同前。
1６ 
出の半ば以上となる。資本的支出は６５年以降減少に転じているが，債務
償還費は連年ほぼ増加の一途であり，６８年には支出中の２０％を占め，経
営にとって大きな重圧となっている。
こうしたことから，「私大の経営危機は過熱設備投資のため」という従来
の一般的な見解も生まれたのであろう。臨私調は「私立学校経営の問題の
一つの中心は，臨時的支出の増大にあるということができる(6)｡」といい，
●● 
また「まず，最近の私立大学経営の大きな特徴の１つは校地校舎等の拡充
整備のための施設饗の拡大とこれに伴う借入金および債務償還費の増大で
ある(?)｡」(傍点筆者）として1967年に臨時喪助成に重点をおく私学助成を
打出している。また文部省も「もし，私学が施設拡充を行なわないならば，
学生納付金は現在より２０％程度引き下げうる道理である。……何よりも
まずその〔施設の〕整備充実の資金すなわち資本的支出に充当する財源を
強化して資本的支出のために消費的支出が圧迫されないようにすることが
必要であろう(8)｡」あるいは「今後大学入学志願者急増期を過ぎれば……土
地・建築費が大幅に減少すると思われるので，将来実収支が均衡すること
も考えられる(,)｡」といっている。これらはいずれも上に見たような私大の
収支構造を見てのことであると思われる。
（６）日本教育学会教育制度研究会私学制度小委員会『私学制度に関する資料・
第１集』ｐ、７－１７．
（７）同上，ｐ、７－５３．
（８）『わが国の高等教育』ｐ、１４３．
（９）『わが国の私立学校』ｐ、129．私大の劣悪な人的物的の研究教育諸条件は
そのままでよいという前提に立ってのみこういう論鍍が可能である。
こうした認識に立って，６９年以前の私学振興会からの融資に重点をおく
私学助成政策も生まれてきたのであろう。しかし「借入金もその償還財源
が他に求められないかぎり，結局は,将来の学生負担になる('０〕｡」のであり，
文部省が「学生生徒納付金の相当部分を直接学生に還元しないで施設の拡
充等他の経饗にi伝用する学校があることは問題である('1)｡」といっても，そ
れは「無いものねだり」というよりほかない。前節に見たような決定的な
人件費補助の意味するもの（２）１７
学費依存の日本の私大の経営構造では，設備投資のための資金も，直接に
せよ窮極的にせよ，学識を以て賄うよりほかないのである。
（10）同上．ｐ、120．
（11）同上．ｐ、１５４．
それにしても，戦後の私大経営を大きく特徴づける資本的支出の増大一
債務償還費の増大はその必然的帰結である－は，どのような背景から生ま
れたのであろうか。「教育資本｣論からする説明が説得性をもたないことは，
前稿で見た通りである('2)。もちろん学生急増のブームの中で，教育理念も
何もない「学校屋」の投機が，しばしば新聞紙上をにぎわしており，また
短大については政治的理由によるいわば「羽島駅短大」ともいうべきもの
さえつくられたりしたus)。一方ひところの新設大学で女子高や女子短大に
接木した形の女子大が多かったことは，いわば「ショー．ウィンドー」と
しての大学の役割を示すものであろう。しかし全体として見るならば，戦
後は戦災復興からさらに開放的な単線型教育体系と６０年代にはベピーブ
ームとによる学生増への対応が大きかったことはいうまでもないが，一方
に設置基準の強制あり，他方学内教職員学生による研究教育条件の改善要
求ありで，物的条件は外延的にも内包的にも拡大されざるをえなかったと
いってよい。設備投資のどこまでが「合理的な範囲」でどこからが「過熱」
であるかは，むずかしい問題であるが，少なくとも，文部省と－部の革新
陣営とが奇妙にも一致している「設備投資＝悪」論，あるいは「人か物か」
といった単純な二者撰一は誤りであろう。素手で，青空教室で，研究教育
はできないのである。
（12）『経済志林』３５－１拙稿参照。
（13）専修大学教員組合『専修大学美唄農工短大設立問題に関する調査報告』
（1967.7） 
しかもこうした設備投資にもかかわらず，第２２表で明らかなように私
大の学生１人当り建物・土地面秋は国立に比しその％～ｘにすぎない｡の。
国立に理科系学生が多いことを考慮しても，この差はきわめて大きい。大
1８ 
第型表国・私立大学学生１人当り建物・土地面穂比較（ｍ２）
而稲 ＩＴＩ私
錘｜壱
勿川交舎０
鳶}臺藪:H]鶚裟： 4,267.4 ８３．６ 87,809,338 25,539,315 87.6 25.5 
注１）『基本調査』による。
２）建物の「校舎」は講義室・演習室，実験実習室，研究室，図書鏑管理
関係その他をふくむ。
３）土地の「校舎等」は校舎，体育施設および屋外運動場の敷地をふくむ。
４）建物，土地とも職員宿舎をふくまない。
学設置基準によれば，文科系で収容学生定員1,200人の場合の校舎面積は
6,280ｍｇとなっており，１人当り５．２ｍｇとなる。理科系は学部により異
なるがほぼ１０，２以上である。私大の学生数に公表以上のかなりの水まし
があることも考え併せれば，私大の夜間部を考慮に入れても，１人当り平
均5.6ｍｇでは設置基準という「最低基準」すれずれであり，大学によって
はかなり下廻っているところもあるものと考えられる。また土地は設置基
準で「校舎の面積の６倍以上」となっているが，学生１人当り25.5ｍｇで
ほこれまた「最低基準」に及ぶぺくもないであろう。
（14）国立大学の土地面積では，付属研究施設敷地がきわめて大きいので，これ
らを除いた校舎等の敷地を比較するのが妥当である。
ついでながら国・私立の物的条件の格差は，このほか図書の冊数にも現
われている。６８年度の学生１人当り図書冊数は国立の９６．２冊に対し私立
は24.7冊とほぼ％にすぎない。
こうした物的な面での格差は経費によってみても明らかである。第23表
によればしばしば取り上げられるように，私大の学生１人当り経費は国立
のそれに比し光程度，消費的支出だけではそれ以下にすぎないが，資本的
支出においてさえも，私大の場合の絶対額はほぼ一貫して国立を下廻って
(千円）第瑠表学生１人当り教育賛
立私
消費的支出
計｜黛聲鑿
国 立
債務
償還喪
資本的支出消費的支出 資本的支出年度 合計合計(内)教職
員給与費
(内)土地
建築費
(内)土地
建築費計 計
１８．８ 
１９．４ 
１７．６ 
１６．７ 
１７．９ 
２０．２ 
２１．２ 
２６．７ 
３０．２ 
３７．３ 
４７．７ 
54.8 
118.0 
156.0 
181.6 
194.0 
199.6 
計
４
７
７
７
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２
４
９
５
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３
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●
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●
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●
●
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●
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℃
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●
■
●
●
●
●
●
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■
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３
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７
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４
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６
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１
１
１
１
１
１
２
２
２
３
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●
●
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●
●
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■
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●
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７
８
９
９
晦
廻
Ⅳ
Ⅳ
皿
酊
弘
蛆
銘
銘
開
鯛
認
０
１
４
７
３
９
７
２
７
８
０
３
２
０
５
９
３
 
■
■
●
Ｃ
Ｇ
。
●
●
●
●
●
●
●
◆
●
●
●
２
２
３
５
５
６
８
８
ｕ
鰡
脳
虹
朗
虹
鞭
妬
蛆
1952 
５３ 
別
５５ 
５６ 
５７ 
５８ 
５９ 
６０ 
６１ 
６２ 
６３ 
６４ 
６５ 
６６ 
６７ 
６８ 
注
５
７
６
０
７
０
０
８
４
２
０
０
０
９
１
４
７
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拠
師
胡
虹
妬
蛆
馳
駆
腿
氾
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朗
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舗
弼
而
１
１
１
１
１
 
５
５
０
４
９
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０
１
３
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●
●
●
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●
●
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●
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０
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２
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２
２
２
３
３
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５
６
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ン
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淫
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郭
歸
斗
が
鍔
８
ｓ
）
岳
1）６４年以前は文部省『日本の教育統計』，６５年以後は『基本調査』により算出。
2）接続のため便宜的に私立の消費的支出には操出金その他もふくめてある(次年度への繰越金は除く)。また教職員給
与蕊は用務員給与，宿・日直手当(以上二者は66年以降はいる)私共済負担金，退職・死傷手当をふくまない。
3）私立の経費には通信教育も入っている（学生数にはこれをふくまないで算出)。
2０ 
いるのである。従来国立より大きかった土地建築澱を見ても，６４年以降は
年を逐うにつれ国立との格差が拡大している。
ともかく，こうした「過熱」どころかきわめて不十分な設備投資さえ，
第18，第１９表で見たように補助金や寄付金が純収入の数％程度で学費us）
が６０％あるいはそれ以上，病院収入が大半である付属事業収入を別にす
れば，医学部のない一般の大学では８０％以上という状況では，学喪の値
上げか借入れによるよりほかない。たとえば施設拡充費といった費目の金
額が大きく増大してはいるが，それだけでは設備投資資金は到底賄うこと
ができず，上に見たような67/60年比１０倍をこえるという借入金の増大
となる。もっとも設備投資の一段落した６４年以降資本的支出の比重の低
下とともに，借入金の比重も減少に転じている。しかし債務償還費が依然
増大の一途であることは前に見た通りである。
（15）「寄付金」といっても，入学時もしくはそれ以外に学生・父兄が事実上強制
的に納入させられるものがかなりあり，この分は本来「学識」の中にふくめる
ぺきものである。
さて，私たちはこうした借入金の内容に少しく立入って見てみよう。は
じめに借入先の変遷は第２４表に示されている。６５年度から調査方法が変
第24表私立大学借入金の借入先梢成別推移（％）
優興会｜市中金融機関｜学枝
「１
Ｌ」
注１）各年度『収支澗査』による。
２）６５年度から鯛査方法が変っており，「私学振興会」から「その他」に至る
費目は長期借入金の内訳となっている。
人件費補助の意味するもの（２）２１
っているので直接接続していないが，以前決定的な比重を占めていた市中
金融機関の後退はきわめて著しく，逆に前はせいぜい数％のウエイトしか
持たなかった振興会からの借入が，最近では市中金融機関とほとんど相並
ぶに至っている。これは文部省の『収支調査』によるものであるが，各年
度末債務残高を『財務調査』および振興会（70年は振興財団）の資料によ
って見ても，第25表および第26表に見るように，同様な傾向が明らかで
第25表大学法人固定負債内訳とその割合 (％） 
■■、 肩ＩＨＩ■ 綴鷲|そ‘交佃野人命
、凸
注１）『財務調査』により各年度末の負債についてである。
２）６３年は資料の関係で文部大臣所轄法人全体のものである。
鏑26表大学法人債務の主要借入先別樹成推移 (％） 
訂査年月日|鶴鍋論|普通銀行鳫蝿蝋lfll公庫
68. 
69. 
70. 
3．３１ 
３．３１ 
３．３１ 
33.7 
37.5 
39.4 
６．２ 
(7.5） 
８．５ 
34.1 
27.8 
25.4 
11.5 
13.2 
11.9 
４．８ 
７ 
７．２ 
注１）振興会『私立学校実態調査報告書』（65年，６６年)，同『学校法人財務状
況調査報告書』（67年,69年)，同『私学振興』１７－６(68年)，振興財団『学
校法人債務状況調査報告書』（70年）により，６６年以前は大学法人，６８年
以後は大学についてのものである。従って直接接続はしない。
２）（）内は大学のみについて不明のため参考として全法人の数字を掲げ
たもの。
３）その他の市中金融槻関は信託銀行，相互銀行，保険会社，信用金庫およ
び協同組合をふくむ。
４）「公庫等」は公庫，公団,公社,国,地方公共団体,地方振興会等である。
汁付 中長期`入金 '#学靜煮|学 校債 住宅金融公廊借入金 の他
ｊ ９０３０７ ●●■●● 咀四鴎羽詣くＪ １３８０２ ●●●●● 、己庁ｌ庁１戸⑥勺上４４△柾△４口４’４く Ｊ １９４６１ ●●●●□ ６６４２１ １１１１１ く ｊ ９ －ａ １ く ９６６１ Ｌ０９８ １１ ９９８８ ●●●● ４３３３ 
年度
１９６３ 
６４ 
６５ 
６６ 
６７ 
2２ 
あり，７０年には普通銀行をふくめた市中金融機関からの借入金を振興財団
からのそれが上廻るに至っている。年利８％以上が過半数，時には１０％
もしくはそれ以上という市中金融機関の高金利(第27表）に対し，利率は
６～７％であるが据腿期間もあり年賦年限も比較的に長い振興会（振興財
団）からの借入は，今後もさらに増大することになろう。
第27表市中金融機関よりの大学法人の借入金金利状況
（７０．３．３１） 
矧年債利利ヂ
7.3％未満
７．３ 
７．７ 
8.0 
８．４ 
８．８ 
9.1％以上
１１％未満
１１％以上
不明
負艤額｜舗鰯農
13,541百万円
10,633 
２，７５０ 
７，０５１ 
8,515 
10,488 
15,712 
２５ 
２７０ 
％
 
６
４
０
２
３
２
８
０
４
 
①
●
０
●
●
●
●
●
●
 
９
５
４
０
２
５
２
０
０
 
１
１
 
１
１
１
２
 
計 68,985 100.0 
注：振興財団1970年度『学校法人債務状況調査報告番』に
より算出。
ところで，こうした借入金の使途は決して設備投資のみではないことに
注目する必要がある。振興会(振興財団)の調査では，大学法人の借入金使
途は第28表の通りである。この調査は６７年以前は大学法人の振興会以外
の借入金残高についてであり，６８年以降は大学のみの市中金融機関からの
もので，厳密に接続はしないが，後者は連年前者の大部分を占めているの
で，大よその傾向を見るには差支えないであろう。これによれば，運営聾
補充および校教具等設備に充てるといった経常的な性格の借入は，以前数
％程度であったのが，近年大きく増加し，７０年には借入全体の21％という
大きな比重を占めているのに驚かされる。そして同様な傾向が振興会（振
人件費補助の意味するもの（２）２３
第28表大学法人借入金使途推移（％）
瀞:|校地拡張呼鰯鞭屡教具篇|病院建築|そり
ID[］Ｉ■ 
【刀Ｒ■【］
注１）第26表と同じ資料により算出。
２）６７年以前は大学法人について振興会以外の債務残高，６８年以後は大学の
みの市中金融機関についてのもので直接接続はしない。
輿財団）貸付についても見られることは，第29表によって明らかであり，
貸付枠の増大と相俟ってであるが，ここ数年高利借入の肩代りである既往
債務弁済や経営費のための借入の増大が目立っている。経営費の内訳は十
分な資料がないが，特別経営費は人件費が主であり，また一般経営費は全
法人の数字であるが，６７年度７億9134万円中人件費114万円から６８年度
９億6297万円中１億2868万円へと大きく増加している。なお７０年度の
減少は人件費補助の実現によるものであろう。
このように，さしあたり借入金の面から見て，私大はとくにここ数年来，
従来の市中金融機関依存を脱しつつあるが，その代り趣的にも質的にも，
振興会一振興財団を通じての国家の包摂の下に大きく組みこまれつつある
ことが明瞭である。こうした包摂が単に借入のみに止まらず，私大が国家
によってまさしく死命を制せられる事態になっていることは，私たちが次
節で見るところである。
６４～５年以降私大の設術投資が一段落し，借入もその比重を減じてゆく
なかで，文部省に言わせれば「実収支が均衡」してよい時期に，むしろ経
常借入が増大していることは，私大の経営危機が深刻化している一端を示
すものといってよい。｢過熱｣設備投資は経営破綻の契機となりえても，そ
れは真の原因ではないのである。私たちは学生増加が鈍化し，学喪増も頭
年度 校舎建築濤生辮： 拡鰻|鵜鐵7１ 皮教具等没傭 病院建築 その他
1965 
6６ 
６７ ５１２ ⑪●■ 訂砺別 ３３８ ●●● ６６６ ０６１ ●●● ８２３ １１２ ４６４ ●●● ４２４ ８０５ ●●● ０１１ ８２９ ⑤●■ ２２９ １１ ２２１ ●●● ０００ 
００３ ●●● １１０ ６６５ ｛。【、へら●■ゆ１１２ ２ ● ７ １ ９１ ●● ４６ ３９ ●● ２４ １１ ５５２ ●●● ８５８ １１１ １．８ 龍’ 0.1 
2４ 
第29表大学法人の振興会
812施搬 胃員施設ｌ理工系学生烟墓HiiiIf
９０１「３４．旧
４Ⅱ 
【】[、０－℃
8０９－４００２ 
１１７４１ Booe 
注１）６５～68年は私学振興会『私学振興』１５－５，１６－６，１８－６および１９－２
２）６５年，６６年は学校種別調査になっており，大学のみのもの。ただし既往
出してあるが正砿ではない。
３）各欄の右側は同年での計に対する％･
打ちとなったなかで，従来むしろ若干ながら下り気味でさえあった人件費
諸比率が６８年にはわずかながら上昇に転じていることを見た（第19表)。
この年には従来一貫して増加してきた借入金，資本的支出が，絶対額にお
いて低下を示しているのである。６９，７０年の数字はまだわからないが，さ
らに指標が悪化するであろうことは間違いない。そういえば,前出第17表
でも，従来一貫して国立に追いついてきた教員賃金が低落，低迷をはじめ
たのが，同じ68年からであった。６５年以降連年の学費「紛争」の中で私
大の危機が大きくクローズアップされたが，むしろその後の全国的な大学
「紛争」に人々の目が奪われている間に，事態はどうやら新たな段階にさ
しかかったようである。
数年来の学費の頭打ちは，６５年以来の学費「紛争」と７０年安保が大き
く影響している。しかし日本経済もすでに転機にある。今後再び学費の上
昇はありうるにしても，もはや私大の学費は一般国民の負担の限界をこえ
ており，さらにすぐ後で見るような学生数の横這いのため，大学によって
の違いはあっても，従来のような独占的な立場での大幅な学餐値上げは困
難となろう。しかし今それは措いて，私たちは前節でも見たように，私大
経営にとりその死命を制する要素である学生数の今後の推移を展望してみ
年度 一般施設 大学生増 設 理工系学生増募施股
1965 
6６ 巽證:iIl鰯） 3,039,190 5,878,100 (34.8） (42.3） ００ ９０ ９２ ９■ ２２ ９８ ２０ ＪＧ ２２ (26.2） (15.0） 
lliliiiiiliiI間i1lllljliI
人件費補助の意味するもの（２）２５
（千円）(財団）借入金使途推移
睡憧
没ｌ堀
qＨＩＩＩＤ１６－ｌⅡ 
39.8001］３．０１６３.ＯＯＣ 
により，６９年，７０年は振興会（財団）資料により算出。
債務弁済は大学法人のみとなっているので，比較のため計および各項目の比率を算
よう゜
ペピーブーム世代が66年春高校を卒業した後，６０年代の爆発的な学生
急増は一段落となった。しかし今後進学率の上昇があり，大学の学生数は
増大の一途をたどるというのが一般的な見方のようである。第１節でふれ
たように，中教審答申もその参考資料で1970～８０年間の大学入学者数を
49％増（短大は８８％増）と推算している。しかし天野郁夫氏が指摘され
るように('6〕,高校卒業者の進学希望率は６６年をピークとして横這い，む
しろ若干の低下さえ示している（第29表)。ほぼ一貫した上昇を示してい
るのは女子および短大のみである。この一見きわめて意外と思われる事実
は，前節で見た日本の大学の私大への偏よりおよびそれとつながる都市集
中によって説明されうる。アメリ力のように，地方の公立短大および州立
大学が学生急増の担い手となっているのと異なり，日本の場合戦後の急増
を一貫して収容してきた主役は私大であった。前に見たような私大の高学
費は直接進学志望を抑制するが，それに加え都市における自宅外通学の学
生の生活費の昂騰は，進学への大きな重圧とならざるをえない。こうした
日本の大学の私大依存および私大の経営榊造が変らないかぎり，今後の大
学の学生増はむずかしいであろう。こうしてみると，前に見た学生数の鈍
経営饗
股 特別
既往憤務弁済 その他 計
:鰯I|(霊） M:IlIlIIil 68,100 1,852,950 (0.8） ､3） 62,7001(0.7） 64,000'（0.5） (8,738,710） (13,895,650） 
633,300 
744,100 
3,487,000 
2,189,800 ２３８０ ●●●■ ３３６３ １１ ５６５４ ●●●● ００００ ００００ ００００ ５５００ ■。●げ●▽■４３５３ ９３０６ １１ ３１７４ ●●、●１０９５ １１２ ００００ ００５０ ７８１４ Ｐ９９■ ３０７９ 沈恥Ⅲ配２２２４ ７６１３ ●●●● ０１１１ １１ ００００ ２５００ ８４９９ ８９Ｐ？ ３４１４ 週弱塑皿 ００００ ２０５０ ６８２３ ■Ｐ●ロ●ロ■７８１６ ６９２８ ８３７８ ●げ●句●。●９２０６ １２２１ 
2６ 
第30表進学志望率の推移 (％） 
i秤|塗ijii:霊
計'2風3125.4'26.0'26.5127.9129.813L4133.3134.1134ﾕ'33.6'33.61鍵.‘
注１）各年度『基本調査』（70年は『速報』）により当該年３月卒業者につき算
出。
２）６３年以前の男女別は志願者数が不明なので算出できない。
化傾向は一時的現象ではなく，構造的なものであるということになる。
（16）「日本経済新聞」1961.5.3．天野氏は進学率低滞の理由として高校におけ
る「多犠化」をも挙げておられる。このほか，とくに大学「紛争」以後部分的
ではあるが高校生間に生まれた大学に対するilWz価の変化や，これも今のところ
部分的ではあるが学歴信仰の社会的な変化も見逃すことはできない.
この辺で私たちは本節で検討してきたことをふりかえってみよう。戦後
の入学志願者増,いわば｢売り手市場｣は一方で学費の値上げをも可能にし，
私大は少なくとも全体として見るかぎり，学生増，学費増に乗るかたちで，
人件饗諸比率はさしたる変化なしに推移してきた。もっともこの間教職員
は増員され，賃金水準もかなり上昇はしたものの，それは経営を脅かすほ
どのものではなく，私大の研究・教育・労働条件は依然として低位におし
とどめられたままであった。６０年代の爆発的な学生増，さらに急激な学費
増の中で人件費諸比率は，私学危機の声を裏切ってむしろ低下さえする。
一方戦前に比しての戦後の私大経営を大きく特徴づけるものは，資本的支
出の増大と，それに伴なう借入金，債務償還費の増大であるが，しかしそ
れは決して戦前碓立された私大経営の原型を変えるものではなかった。資
本的支出や借入金の比重が減少に転じた－債務償還費は依然増大している
が－ここ数年，借入金の内容変化に見るようにむしろ経営危機は深刻とな
り，賃金上昇の鈍化にもかかわらず人件費比率の上昇がはじまる。それは
学費の昂騰が頭うちとなり，学生数増も一段落した時期に一致する。学巽
人件費補助の意味するもの（２）２７
の増大鈍化は一時的な要因もあるが，今後従来のような上昇は困難であり，
またそれは私大経営にとり所詮一時しのぎにすぎない。最も基本的な要素
である学生数についても，日本の私大の特殊性により，従来のような増加
は困難と思われる。しかも内部からする賃金その他研究教育条件改善の圧
力と外では依然たるインフレーションの進行という「板ばさみ」は，今後
も続くであろう。人件費補助がようやく実現した昨今の私大は，あたかも
こうした転換期にある。
これまで見てきたのは，全体としての私大の経営状況であった。しかし
たびたび強調するように，「不均等発展｣の著しい私大の分析は，こうした
全体的分析のみではきわめて不十分であるばかりか，しばしば重大な謬論
に導くことになる。全体としての人件費比率が横這い，あるいは若干低下
Ｃ● 
さえしているならば，「経営危機」は私大経営者の虚妄であったのか｡必ず
●● 
しもそうではない。その一端はすでにこれまでも現れている。設備投資一
借入となった問題を別にして，本質的な経常面での危機は不均等なかたち
で進行していたのであった。そしてそれは新たな局面においてきわめて深
刻かつ全面的なものとなってくる。以下の個別的・具体的分析はそうした
ことを部分的ではあるが私たちの前に明らかにするであろう。
5．戦後の私大経営（個別的検討）
全体的分析から個別的分析へ移る前に，私たちはその中間的なものとし
ての学生数とか資産とかによる規模別の分析にふれておこう。私大連盟の
『経営白書』は，学生数３万人をこえるもの，２０，００１人～３万人，10,001
人～２万人，１万人以下と４段階に分けた綜合大学のほか，単科大学（女
子大をふくむ)，医歯科系大学という区分で私大経営の検肘を行なってい
る。第３１表は同調査における綜合大学(1)の収支状況から主要費目を抽出
してその構成比を出し，さらに人件費諸比率を算出したものである。
（１）具体的分析のためには，医歯系とか理科系単科大学とかいった立入った分
析も必要であるが，本稿ではさしあたり日本の大学を著しく特徴づけ比重も大
2８ 
きい文科系に傾斜して，綜合大学を中心に考察を行なう。これは以下の個別的
分析の事例でも同様である。
(％） 第31表学生数規模別綜合大学収支状況(1964）
区分|学欝｡｡,～ 20,001 ～30,000 10,001 ～20,000 10,000以下
収|語)授鎮
iliiiili 
41.6 
25.9 
14.4 
18.5 
６８０哩一迦麹邪獅
４
２
 
９
８
 
１６０釦一釦錘迩哩
９
５
 
４
２
 
60.4 
36.0 
15.4 
16.1 
60.2 
42.0 
27.6 
６．７ 
48.9 
31.2 
33.8 
10.2 
全一Ｌ鑿’ ７０．１ 
55.8 
117.8 
57.9 53.7 ７０．５ 
55.7 
120.2 
人件饗
学費十病院収入
-i;:-11:-誉 98.5 103.2 
注１）私大連盟『経営白欝』ｐｐ９～１６により算出。ただし収入からは前年度
の繰越金，支出からは翌年度への繰越金を除いてある。
２）個別的分析に見るようにＫ大学は学生数２万台の付属病院をもつ大学で
あるが，ここでは３０，００１人以上の規模にふくまれているようである。ま
たＮ大学は回答していないものと推察される。
これによって見れば,学生数10,001人～２万人という中規模大学におい
て借入金および資本的支出の比率が高く，人件費／学費比率も若干低い。
筆者が別の機会に行なった区分(2)の「Ｂグループ」的な様相である。もっ
とも，この調査による「綜合大学」は私大連盟加盟61大学（回答提出58）
のうちの１６大学にすぎず，それがさらに規模によって区分されているの
であるから，個別大学の状況が強く反映されているものと推察される。
20,001人～３万人の規模で借入金が多い割には資本的支出が少なく，１万
人以下規模ではその逆であるのは，こうした理由によるものかも知れない。
（２）『経済志林』３５－１，『ジュリスト』１９６８．１２．
人件喪補助の意味するもの（２）２９
第32表大学法人規模別収支状況(1967）（％）
Ｚ分|iii億以霊'50億以上l3C H｜ユ
司雷H5U文ｒｒｌｕｕｌＯＵ。J１４４．己’４４．，１４℃
八Ｕ、ハイｑろろ団▼【ＢＤＩろイロ卍
ｒｎＩ４m 
4９－６１５１１ 反|誌鰹： □ 
金Ｉ巴
３１２９－８ 
４９．６１８』
8７－２１１０６．４１８［ 
『財務綱査』による。
支出は法人事務費をふくみ繰出・繰越金をふくんでいない。
収入には繰入金・繰越金をふくまない。
注１）
２） 
３） 
これに対して第32表で見る文部省の『財務調査』による収支状況では，
悉皆調査であるため，比較的に規模別による収支榊造の相違が現われてい
る。一見して明らかなように，資産５億から５０億という中規模_この部
分は全体で２６４法人中２０２と７６．５％を占める－において消費的支出が少
なく，資本的支出および借入金の比重が高い。また人件費や消費的支出の
学費に対する比率も比較的低くなっている。こうした傾向は資産規模が小
さいほど著しく，中規模大学の規模拡大指向を示している。しかし５億円
未満の小規模になると，様相はまったく異なってくる。また５０億円以上
の大規模大学は，資本的支出の少ない割合には借入金や債務償還喪の比重
が大きく，また付属事業収入はあるにしても，人件費や消饗的支出の学費
に対する比率も高いのに対して，１００億以上になると，その逆となってい
るのは，この中におけるＮ大学の比重がきわめて大きいためと思われる。
第33表は同じく『財務調査』により６３年以降の消費的支出／学生納付
3０ 
金の比率を見たものである。資産規模が全体として増大する中で，各規模
に含まれる法人も年を逐って変っているが，全体としていえることは，ほ
ぼ一貫して中規模部分での比率が比較的に低く，小規模および大規模では
高いことである。ただ６６～６７年において，大規模で比率の低い部分が増
加しているのは，筆者のいうＢグループの大学をもつ法人が｢高度成長｣に
より参入してきたためかと思われる。なお，この期間にこの比率が100％
以上の法人数は全法人の62年24.7％（62年は短大法人も含まれているの
で63年にすれば26.0％）から67年の21.6％へ減少し，８０％未満のもの
は逆に５７．６％（63年では52.9％)から59.1％へと増加してるが，これは
前節で見たようにこの期間むしろ私大の経営が経常面では全体的には幾分
なりとも好転していることを物語るものである。
私大の経営を基本的に左右するものが学生数であることは，しばしばこ
れまで強調されたところであるが，そうであれば，筆者のいうＡグループ
は相対的に経営状況が悪化せざるをえないし，中規模大学を主とするＢグ
ループは比較的に良好であるということになる。上に見た規模別による経
営内容の相違はまさしくそうしたことを示している。
それにしても，上記の100億円以上の資産規模の大学法人の場合に現わ
れたように，また私大連盟のようなサンプリングの少ない資料ではなおさ
らのこと，どのような大学がこうした規模区分に含まれているかが明らか
でなければ，正しい分析は不可能である。私たちは，限られた範囲の大学
の，それも限られた資料によるものではあるが，固有名詞をもってする個
別的分析に移ることにしよう。
私大経営の個別的分析は従来きわめて少ないｶﾞﾖ，たとえば日本共産党
『大学問題実態調査・私立大学編』や『法律時報』1970年１月臨時増刊中
の野口祐氏の論文などがある。私たちが本稿で中心的に見てゆくのはＨ大
学であり，他のいくつかの大学はこれとの比較において附随的に概観され
る。こうした方法をとるのは，主としてつぎの二つの理由からである。
人件費補助の意味するもの（２）３１
(％） 第33薮大学法人消喪的支出／学生納付金比率推移
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注１）各年度『財務調査』により６３年は文部大臣所轄法人全体のもの。
２）％は各欄該当法人数の総数に対する比率を示す。
3２ 
１）まず何よりもＨ大学については諸種の資料が入手しうること。前に
も述べたように，私大の経営分析にあたっては，単なる予決算の表面だけ
でなく，その背後にある学生数，教職員数，教職員の賃金その他の研究教
育諸条件，学費などについて立ち入る必要がある。しかもそれは単に特定
の年度もしくはせいぜい数年間という短期間のものでは不十分であり，か
なり長期間にわたってそうした諸要素の変遷が検討されねばならない。こ
うした広汎な資料を必要とすることが私大経営の科学的な－ジャーナリス
ティックでない－分析を困難にしている大きな理由であるが，資料は組合
や外部に一切公表しない，あるいは公表しても「文部省用」の数字のみと
いう秘密主義の大学の多い中にあって，Ｈ大学は「開かれた」大学の一つ
である。
２）Ｈ大学はこれから見るように，新制大学として発足直後急激に学生
数を増大させたが，その後他大学の「高度成長」期にはまったく停滞とい
う大学である。学生数が私大経営に最も基本的な要素であることを考えれ
ば，Ｈ大学の歴史的な考察により，私たちはタイプの異なる高度成長大学
一およびひいては私大全体一の現在および今後を知ることができる。
ところで，Ｈ大学の経営については，錐者は別の機会(3)に戦後１０数年
の研究教育条件の変化と関連させながらかなり立ち入った考察を行なって
いる。その後前にふれたように，筆者のゼミナールでもこれを補足するか
たちで分析を行なった。ここでまたまた取上げるのは，屋上屋を重ねるき
らいがないでもないが，とくに前節で問題となった67～8年以降の部分は
前者にはまだふくまれていなかったし，後者でもはなはだ不十分なので，
とくにそうした部分に力点をおき，それ以前は部分的な重複はあってもで
きるだけ要点を述ぺるのみにして展開することにする。
（３）法政大学研究・教育体制懇話会『白轡第３染・法政大学の研究と教育』中
の「財政｣。
はじめにＨ大学のアウトラインを述べておこう。この大学はその前身が
1880年に創設され，大学令によって１９２０年大学となった典型的な戦前派
人件費補助の意味するもの.（２）３３
第２図
ﾄｂｔ学および全国大学学生数推移
（1952年＝100）450 
注：全国数は大学院などをふくみ
Ｈ大学のものはこれをふくまない。400 
350 
私立大学合計
一一
300 
H大学学部合計二250 
ﾑｰ麺f1i堂堂し
200 
昼間部１年Ｈ大学 150 
100 '９５２５４５６５８６０６２６４６６６８７０年
大学である。現在法・文・経済・工・社会・経営の６学部をもち，学生数
は昼夜あわせて３万人に近く，このほか大学院（博士・修士）に約４百人，
通信教育部に本科生約７千人が在籍する。経営は「学校法人Ｈ大学」によ
って行なわれ，大学のほか１短大，４高校，１中学が併設されている。
経営分析に入るに先だち，私たちはまずこの大学の研究教育諸条件の推
移をあとづけてみよう。
はじめに学生数は，第３４表および第２図の通りである。５７年まではほ
ぼ直線的に増加するが，主要部分を占める昼間部の１年次入学者数は，入
学手続率の予想外に良好であった年を除き，この年以降ほぼ横這いという
状況となる。図には示してないが夜間部はすでに５６年をピークとして学
3４ 
第34表Ｈ大学学生数．教風数推移
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注１）Ｈ大学】iii料による（以下特記しないものは同標)。
２）学生数は学部のみ（鯛査の時点により若干の相違がある)。
３）教員数に助手はふくまれていない（同上)。
４）経済学部の学生数は３，４年生のみで算出。５９～６１年に数値が一時的に
増加しているのは，５９年に商業学科が経営学部として独立し，教員数はそ
の分減少したのに，商業学科学生が過渡的に残ったためである。
５）７１年の減少は，この年から未登録の他大学との二重入学者を除いている
こともある。
生総数が頭うちとなっている。このため昼夜合わせた総数も６１年に３万
をこえるが，それ以降むしろ低下気味で，今日まで２万８～9,000人を上
下しているという状況である。こうした学生数の推移は前にも見たような，
そして第２図にも示されている全国的な学生増の状況ときわめて著しい対
人件費補助の意味するもの（２）３５
第35表Ｈ大学学蕊推移（千円）
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第36表法人Ｈ大学専任教職風致
度
４
５
６
７
８
９
０
１
２
 
５
５
５
５
５
５
６
６
６
 
９
 
１
 
年
人数｜，年度 人数
１，２５７ 
１，３００ 
１，３２５ 
１，３４９ 
１，３５３ 
１，３９４ 
１，３４４ 
１，３１５ 
１，２８５ 
８０９ 
８４９ 
８９２ 
９１９ 
958 
1,016 
1,075 
1,181 
1,219 
1963 
“ 
６５ 
６６ 
６７ 
６８ 
６９ 
７０ 
７１ 
注）各年度末（71年は９月末）の健康保険組合被保険者数をもって代用。併投の
短大等をもふくめ法人全体のほか，社研，出版局，編集室もふくんでいる。
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３６ 
照をなしている。
一方学費は第35表に見るように，６１年以降急激な上昇がはじまってお
り，この点では全国的な趨勢と一致する。学費の中で授業料以外の費目の
増加が著しいことも同様である。しかし６５年以降は学費も横這いに転じ
● 
たまま今日に及んでいる。
この間教職員数は緩漫ながら増加を続ける（第36表)。近年に至って職
員数は新規採用の停止などあって減少に転じているが，教員は第３４表で
見るように一貫して増加している。このため助手を除いた教員１人当り学
生数は５７～58年の132人強を頂点として一貫して減少しており，７０年に
はようやく９０人を割るに至った。それでも全国的に見ればトップレペル
のマスプロであるが，中でも著しい経済学部(経済学科)の場合は，ひとこ
ろ昼間部のみで入学者数2,000人近かったのが，最近はほぼ半分で１，０００
人を少しく上廻る程度となった。専門課目担当教員数も，経営学部を分離
した59年の20人から７１年には36人とほぼ倍噸する。このため昼夜合わ
せての教員１人当り学生数もひところの200人前後から大きく減少して，
71年には９０人台となっている。
学生数の減少，教員数の増加にともない，授業負担もかなり軽減され，
工学部と教養関係を除く専門５学部の場合，教員１人当りの担当時間は５６
年の15.6時間から６６年の13時間，さらに70年には10.7時間と減少した。
以前２コマやっても１コマとされていた演習が２コマと計算されるように
なったことも考えれば，このような数字の示す以上の軽減があったわけで
ある。このほか研究教育条件面での主な改善を見るならば，海外留学制度
の実施（57年)，研究図譜饗の新設（60年）および増額（当初の１人３万
円から７１年度税込みで識師以上９万円，助手8.5万円)，資任持時間の短
縮（専門10時間，一般教育12時間，外国語14時間が60年から１０，１０，
１２，６５年から８，８，１０)，１年間授業をもたず研究に専念する特別研究員
制度の実施（64年）などが挙げられる。
前にも見たように，私大の経営にとり人件費は決定的な意味を持ってい
人件費補助の意味するもの（２）３７
る。私たちは教職員の賃金の実態を見てみよう。この大学は５４年に教職
員組合が結成されたが，その年の年末闘争で，つい前年完成したばかりの
壮麗な大学院の屋上から「美しい校舎のかげに教職員は飢える」と書いた
長い吊れ幕が下げられ，道ゆく人たちを聴かせた。十分な資料がないが，
この頃のＨ大学の賃金は，都内同規模大学中でも最低の部類であったとい
われる。低賃金・過重労働一そして後で見るような高蓄秋一という日本経
済の縮図がこの頃のＨ大学にあった。その後現在までの賃金の推移を示し
たものが第37表である。
これによれば何度かべ゜アがゼロということもあったが，賃金はほぼ一
貫してかなりの上昇を示している。これを仔細に見るならば，６０年までは
とびとびのく.アであまりはかばかしくないが，６１年以降の物価急騰の中
では公務員および一般産業を上廻る上昇で，年々１０％前後のアップとな
っている。これと並行して夏冬手当なども大きく増大する。しかし，公務
員・一般産業の賀金が大きく上昇する６６～６７年以降，むしろＨ大学の賃
金上昇は著しい鈍化を示しており，６９年には2.75％という，名目的な物
価上昇にさえ遠く及ばない低率となる。７０年，７１年は若干上向くが，そ
れでも公務員とはかなりの差があり，また定昇３～４％を加えても一般産
業とも大きくかけ離れたアップである．
このため教員賃金を同規模の他私大と比較しても，第３８表で明らかな
ように，６５年時点では本俸だけでも比較的上位，勤続給や家族手当，超過
給などをふくめた基準内賃金ではほぼトップ・レベルであったのが，６９～
70年にはいずれも最下位もしくはこれに近い所に低落している。厳密な比
較のためには年令構成の相違なども考慮する必要があるが，講師以外はむ
しろ他大学比平均年令は高く，この点を考慮すれば，他大学との差はさら
に大きくなる。職員についてもその低落は同様である（後出第58表)。
第３９表は都内を主とするさまざまの規模の大学の教員標準本俸比較で
ある。この表を見れば，以前は中高年令で国立よりかなり低くとも若年層
では比較的優位にあった私大の賃金が，もはや若年層においてもほとんど
第37表Ｈ大学教職員鍾金推移 鱒、
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公務員賃金は『人事院月鋤毎年９月号による。全産業賃金は『毎月勤労統計調査』により「きまって支給する給与」で
ある。
注：
(円）第38表同規模１０大学教員賃金等比較
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注１）東京私教連調べ。
２）基準内賃金は，６５年は７月（Ｄ大のみ９月）分，６９年は10月分のもの。
３）各欄の右側は平均年令を示す。
４）①…⑩は10大学中の順位である。
５）Ｒｉ大学は69年講師身分を廃止している。
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前掲尾形ゼミ資料3-2および3-3による。
調整手当など本俸に準ずるものをふくむ。
注１）
２） 
人件費補助の意味するもの（２）４１
国立を下廻っており，全体として相対的に低下していることがわかる。Ｈ
大学は助手24才で33大学中10位にあるが，教授40才では32大学中26位，
50才で２７位，６０才で２５位という低位にある。この大学では勤続給が他
大学に比し高いが，これと扶養家族数のモデルを設定した家族手当とを加
えたもので見ても，教授50才で24位と大して変らない(4)。また中途就職
者も一定年数後は前歴が100％回復される経歴換算の有利さがあり，身分
による頭うちや昇給差別もないため，実際の賃金で見るならば，さらに順
位は上ることになるが，それでもその相対的な低位は否定しがたい。
（４）前掲尾形ゼミ資料3-2参照。
以上見たような研究教育条件の推移に対して，Ｈ大学の経営はどのよう
な変遷を辿ったであろうか。
これから私たちは学校法人Ｈ大学の予決算について見てゆくのであるが
断っておかねばならないことは，この内容は大学（通教を除く）だけでは
なく，先に述べた併設の短大と中高をもふくむものであることである。７０
年まではほぼ消費的支出部分にあたる経常部と，資本的支出および債務償
還費の部分にあたる臨時部とに分かれているが，７１年は「学校法人会計基
準」に従ってこの区分をなくした予算書もつくられている。経常部は本校
(法人関係をふくむ)，工学部，短大，各中高などを会計単位としているが，
臨時部では，各会計単位の収入を本校へ集中し，一括して運用している。
こうした経理構造であるため，私たちは短大等をふくむ法人全体の予決算
について見るのであるが，その中で大学の比重が圧倒的に大きいので，こ
のため検討に著しい影響を受けることはない(5)。
（５）以下他私大の場合も,概ね法人での経営状況を見ることになる｡従って併設
中高や付置研究所もふくめたものとなるが,比較のためには大きな支障はない。
また予算は未砿定の数字なので，参考程度に考えるものとする。
はじめに決算によって経営規模の推移を見てみよう。第４０表の示す通
り，５２年以来この18年間に全体の規模は11.1倍になっているが，人件費
は２１．２倍と，その２倍近い増加を示している。臨時部はその名の示すよ
｡ 
4２ 
第40表学校法人Ｈ大学経営規椣推移 (千円）
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注１）計および人件費の右欄は1952＝１としての指数。
２）７１年は予算で他はすぺて決算。従って71年はそれ以前と直接接続はしな
い（以下の各大学も同じ)。
３）経常部，臨時部間の勘定は計で相殺してある。
４）前受金や預り金はふくめない。
うに年によって著しい変動があるが，経常部は終始一貫した増大ぶりであ
る。ただし６７年以降は経常部の伸びが著しい停滞を示していることが注
目される。
つぎに，経常部・臨時部を通じての収入および支出の主要な費目をぬき
出してその推移を見たものが，第４１表である。私たちがこれまで経営の
主要な指標として見てきた人件餐諸比率が最下段に示されているが，その
逐年推移は第３図のようになっている。
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第４１表学校法人Ｈ大学収支状況推移（１） (千円）
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注１）一般収入は授業料，入学金，転部手数料，受験料のほか診療所収入をふくむが，診療所収入の比重はきわめて小さ
いので，便宜十ぺて学費にふくめてある。なお学費計には実験実習費も入っている。
２）人件費には旅餐をふくんでいる。
３）負債償還費に負債利子は入っていない。
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第３図学校法人Ｈ大学人件賛諸比率推移
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注：第41表から作製。
これらによって見るならば，戦後間もない学生急増期には，人件費比率
はほぼ安定しており，借入金も少ないのを反映して負債利子も比較的少額
である。しかもこの頃本校地区の主要な設備投資が次から次へと可能であ
ったのは，第４２表に示すように，経常部から連年多額の－最高１億をこ
える－臨時部廻しがあったことが大きい。こうしたＨ大学初期の姿を，私
たちは後でいくつかの他大学において見ることができる。
５６～57年頃学生数増が曲りかどにさしかかるとともに，人件費諸比率は
一斉に上昇をはじめる。６１年には一時的な入学者増およびこれと関連する
補欠入学金の増加があって，一時的に人件費／学生納付金比率などは低下
する。しかしその後他の私大が「高度成長」を遂げるなかで，学生数はほ
4６ 
(千円）第42表経常部・麗時部間の繰入状況
度｜経常部→臨時部|臨時部→経徽部|蝋`鯰i71蔽繍ｌ経常槐
DOL 
DOC 
DO［ 
Ⅱ 
ぽ横這い，学餐も６５年以降据え置きとなる。しかも一方では前に見たよ
うな教職員増員や賃金上昇が行なわれ，これと対応して，人件費諸比率は
天井知らずの上昇を示し，６３年にはすでに人件費／授業料比率が100％を
こえるに至っている。臨時部では，６０年から６４年にかけ工学部の移転や
郊外の土地の買収があって，一時的に資産は増大するが，他方借入金およ
びこれにともない利子払いが増大する。その後はさして大きな設備投資も
なく，利子払いも３～4,000万円で推移している。もっとも，これには学
生会館，図書館，研究室，郊外の校地開発など年来懸案の設備投資が学内
事情のためのびのびになっているという背景がある。
この大学の経営で大きな役割をもっていたのは補欠入学金であり，最高
時ほぼ４億円，学饗収入全体の１０数％という比重をもっていた。これは
「特別寄付金」という費目で臨時部収入とされていたが，経常部が逼迫す
るに伴ない６３年から一時期１億円以上が経常部収入の補填に充てられた。
これと前後して，減価償却的な意味のものとされていた3,500万円の臨時
年度 臨時部→経徽部 による入補填 借入
２３４５６７８９０１２３４５６７８９０ ５５５５５５５５６６６６６６６６６６７ ９ １ ６２０００００００００００ １８０００００００００００ １７０００００００００００ ００９９９０６００９９９９ １矼弱皿狙調弱誼錨弱弱弱弱１ 巳 175,000 125,000 31,370 1230215 121,500 ユ23,068 22,000 
71予 230,000 
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部廻しも最終的になくなることになる。補欠入学金が臨時部収入に統一さ
れた後も，６８年には臨時部から１億7,500万円，翌６９年には１億2,500
万円という巨額の経常部繰入が行なわれる。６９年にはすでに６５年の学費
値上げによる自然増収がなくなり，予算上ぺ゜アはゼロであったが，振興
会からの借入れによりようやく2.75％のべ・アということになった。補
欠入学金は以前から学内で廃止の声が強く，理事会も７４年までにこれを
全廃する方向で，さしあたり２段階を１段階にし，人員も連年ほぼ入学者
の２～３割であったのを大きく減､貝させており，これがこの２～３年来の
大きな減額となって現われている。７０年はやはり予算上２％のべ・アが，
この年からはじまる人件費補助をあてに6.06％ということになった。こ
の年は教員数の頭うち，職員数の５０人近い減少があり，臨時部からの経
常繰入や経常借入はないが，受験料収入の増加にもかかわらず前年度から
の繰越金を１億円以上くいつぷしている。７１年は「会計基準」により次年
度の受験料が年度内の収入ということになったため，名目的な収入増があ
り，これと人件費補助とでようやく8.18％のべ・アが実現した。しかし
名目的な増収はあっても経常部予算では２億３千万という借入れを見込主
ざるをえず，受験料収入を平年なみとした場合の人件饗諸比率は，授業料
に対して143.7,一般収入に対してはこれを上廻って103.1,学費全体に
対しても８５．２というきわめて高い数字となっている。これをたとえば５２
年の64.6,53.8,45.7と比較すれば，いずれも２倍前後という恐るべき
上昇であり，とくにここ２～３年はすさまじい。６８年から教育研究喪補助
が行なわれ，７０年度からは人件費をふくむ経常費補助が発足して，表で
見るように７１年度予算での助成は地方自治体のもの１億０１９５万円もふ
くめて約３億2,000万円，ひところ借入金や繰越金を除いた純収入の２～
３％程度であったのが８％弱と大きく増加している。しかし補助金をもふ
くめた純収入全体との人件費比率を見ても，その急上昇には変りがなく，
人件饗補助も今のところこうした傾向への歯どめにはなっていない。、
こうして見ると，前に見たような賃金の相対的低落も，このような経営
4８ 
状態が背景となっていたことが明らかである。
ちなみに資産について見ても，ひところ年|Ⅲ１０数億という増加も近年
は著しく停滞しており，７０年には２校舎の解体により減少さえしている。
私たちは前節の全体的検討のさい，借入金の質的・量的変化の中に私大
が国家の包摂の中へ組み込まれてゆく姿を見た。Ｈ大学の借入金について
はどうであろうか。第４３表を見れば，こうした全国的傾向はほぼ同様に
この大学にも現われている。６５年以降年々の借入金は100％振興会依存と
なり，その間前見たように６９年には大きな額ではないが人件費借入もあ
る。ちなみに70年度末借入金残高の内訳は第44表の通りで，振興財団か
らの借入が銀行借入を大きく上廻っている。これを５年前と比較すれば，
その間に榊成が一変したわけである。ただ７１年予算では，前年予算と同
じく，これまで毎年延々になってきた学生会館および郊外の土地開発が子
第郷表学校法人Ｈ大学借入金移推（百万円）
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節44表学校法人Ｈ大学借入金残高借入先別内訳
（百万円）
借入先’６６．３．３１ ７１．３．３１ 
市中銀行計
私学振興会(A）
（財団）
その他
1,650.0 
223.3 
１９．６ 
350.0 
458.4 
３６．２ 
iil.（町 1,892.9 844.6 
4.3 。
算上大きな金額となっていて，銀行および振興会からする臨時部借入が大
きいほか，前述のような銀行からの経常借入が計上されている。
上に見たように７１年予算で補助金は純収入の約８％見当であるが，３
億をこえる金額は経僧難にあえぐＨ大学にとり，すでに大きな重みをもつ
ものとなっている。今後とくに国からの補助の比重が増大するにつれ，単
に借入においてだけでなく，こうした経常費の面でも，国は大学の死活を
直接左右する力をもつことになるわけである。
以上私たちはきわめて不十分ながらＨ大学の戦後の経営を歴史的に概観
してみた。そしてたえざる学生数の増大といういわば自転車操業がある限
り，私大の経営は安泰であるが，ひとたびそれが止むや否や経営はたちま
ち窮迫の一途をたどることをあらためて確認することができた。学費収入
の頭打ちもあって，ここ数年来危機的様相は質的に一段と深刻さを加える。
そうした中で，借入金の面でも，補助金について見ても，国家は私大経営
に対して拒みえない力をもちはじめている。私たちはＨ大学から他の私大
へ転じて，こうした事態がＨ大学だけのものであるかどうかを検討するこ
とにしよう。資料の制約もあり，以下検討されるのは，Ｍ，Ｒ，Ｋ，Ｗ，
Ｃ，Ｔｙ，ＳｓおよびＮという８私大である。それもここ１０年来，短い所
は３～４年来の経営状況をごく大まかに見ることしかできないが，それで
もさまざまの「不均等発展」の背後を一貫する日本の私大の宿命的ともい
うぺき論理を，私たちは具体的な形で知ることができるであろう。
5０ 
第45表私大学部
１６１｜"’６３ 大学１１９５９ 6０ ６２ 
３０，５５３ 
３３，６７０ 
３３，５７５ 
２２，０２９ 
８，９５８ 
２５，９９２ 
７，１３６ 
８，１８８ 
３２，４１８ 
(50,028） 
6４ 
270996 
31,038 
30,648 
170125 
7,383 
23,369 
５，１５１ 
40982 
23,680 
28,858 
30,888 
31,168 
19,695 
8,271 
24,501 
５，４３３ 
5,144 
26,130 
30,762 
32,079 
32,402 
20,951 
8,987 
25,328 
５，８０８ 
６，０８５ 
３０，５６５ 
34,064 
３４，７５１ 
２２，６９０ 
９，７８４ 
２７，５６０ 
８，６６１ 
１０，３０９ 
３９，４２２ 
(58,751） 
３０，００４ 
３３，８７１ 
３５，７１７ 
２２，５７９ 
９，８１１ 
２７，７８９ 
１０，２０８ 
１１，４２３ 
４０，８０８ 
(62,702） 
Ｈ
Ｍ
Ｗ
Ｋ
Ｒ
ｃ
鎚
酎
Ｎ
２８，９０４１ (46,347)’ 
全国
私大 373,0851397,8011443,3811 480,9021536,7691583,040 
注１）『全国学校総覧』により，Ｈ大学および（）内数字は尾形ゼミ調ぺ゜
２）全国私大の学生数は『基本調査』（70年は『速報』）による。
第46表－１私立大学授業料推移（昼間部文科系）（千円）
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注：私大連盟鯛ぺ゜全国私大平均は文部振興課資料による。
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学生数推移
5８１６９ 
358129.0001104％’５ 
Ⅲ４１Ｈ２１０６１３１Ⅲ 
４０３Ｉ７１４ＩＬ９５８１４０-６７２１４０．２６６ 
３１１(Ｌ４６〔］
[)＆ 
、Ｉ２９６１２６
患|鰯】|蝋|灘)|灘;)|；I:|護13,48 51,60 36.09 
4００１７３４－４９３１８ 
3）６８年のＮ大学は，「紛争」のため，前年度の文部省届出数のままと
なっている。
第46表－２私立大学入学金推移（昼間部文科系）（千円）
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第46表－３私立大学初年度施股拡充費推移（昼間部文科系）（千円）
大学 1954 5５ 5６ 5７ 5８ 6０１６１１６２ 5９ 
５
 ● 
７
５
８
６
６
２
 
７
０
０
 
１
１
 
７
０
０
 
１
１
 
０
０
５
 
１
１
１
 ｉＩｉｌｌ 
－-
12.6114.4118.9 
０
０
５
 
１
１
１
 
1０ 
８．５ 
２．５ 
1０ 
８．５ 
２．５ 
1０ 
８．５ 
３ 
1０ 
８５ 
３ 
1０ １０ 10 10 1０ 
~二~ｍＴ６．６ 霊ｉＬ＝ 7.9 11.6 
大学 6３ 6４ 6５ 6６ 6７ 6８ 6９１７０１７１ 
０
０
０
 
３
３
５
 
０
０
０
 
３
３
５
 
０
０
０
５
０
５
５
０
０
 
４
３
５
２
２
４
２
２
５
 
０
０
０
５
０
５
５
０
０
 
４
３
８
２
２
４
２
２
０
 
１
 
ＨＭＷＫＲＣ艶ｗＮ
０
０
０
５
０
５
５
０
０
 
４
３
８
２
２
４
２
２
３
 
仙
訓
帥
蛎
加
妬
蛎
卯
釦
０
０
０
５
０
５
５
０
０
 
４
３
８
２
２
４
２
２
３
 
４０ 
３０ 
８０ 
２５ 
２０ 
４５ 
２５ 
２０ 
３０ 
６２．６ 
(41.0） 
０
０
０
５
０
５
５
０
０
 
４
３
８
２
２
４
２
２
０
 
１
 
０
５
５
０
０
 
１
３
２
２
３
 
０
５
５
０
０
 
１
３
２
２
３
 一全大一 国私平均 (詮!)|(； (露I)|(；鰯）;:;)|(職）28.8 39.4 44.5 
1）全国私大平均は施設拡充鶴のほかその他の学生納付金をふくむ（括孤内
は施設拡充費のみ)。
2）初年度だけでなく２～４年次にも納入する大学がある（Ｍ１万，Ｋ７．５
万，Ｒ６万，Ｔｙ３万円など)。
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第46表－４私立大学初年度納付金合計推移（昼間部文科系）（千円）
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蕊)'鑿 160.9170.21177.4 114.01134.11149.8 182.1 190. 学部学科により若干の差があるところがある。大学により，また年度により内容に若干の不統一がある。
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第47表教員１人当り学生数比較（1969）（人）
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生産工学48.6選獣医49.7歯学11.8文理40.8商179.1
芸70.0理工57.0
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，注１）前掲尾形ゼミ資料による。
２）大学により一般教養と専門学部とに教員が区別されているところは，学
生数比率により一般教養教員を各学部に振りわけた。
３）教員数に助手はふくまない。また学生数は学部のみである。
４）学生数は公称なのでＣ大，Ｎ大などはこれよりかなり大きい。
はじめにこれから検討する大学の研究教育条件の比較をいくつかの表にし
ておこう。第４５表は学生数の推移である。一見して明らかなようにＭ大
学はＨ大学と同じ「斜陽型」であり，学生数の伸びの低い方からいうと，
Ｗ，Ｋ，Ｒの各大学がこれに次ぐ。Ｃ大学は公称数と実数との間にかなり
大きな開きがあり，ここの数字だけで判断はできない。Ｎ大学もそうした
差はきわめて大きいが，ともかくＴｙ，Ｓｓ大学とともに「高度成長」グル
ープに入れて間違いない大学である。
また学費の推移は第46表－１～４の通りであり，６９年度の教員１人当
り学生数比較は第47表に示されている。第48表は最近における各私大の
べ・アの状況である。ここで私たちは以前かなり大きかったべ・アが67年
以降軒なみに１ケタであり，国立との格差を大きくしていることを見るこ
5４ 
第48表私大べ゜ア推移 (％） 
大学’１９６０１６１１６２ 6３ 
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Ｃ
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鈴
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(定昇込）
圃而
注１）前掲尾形ゼミ資料3-2(71年は各大学)による。ただし若干の訂正がある。
２）％＋αが多いが比較のためなるぺく％に換算した。
とができるが，これが７０，７１年と再び上昇に転じ，とくに７１年は１０％
をこえている所が多くなっているのは注目に値する。
はじめにＭ大学である。この大学はＨ大学よりも早く学生数の頭うちが
はじまっており，１０数年来３万2,000人前後を上下している。５８年以前
の資料が手許にないため明らかではないが，この大学では，５５年学内民主
第４９表学校法人Ⅲ大学収支状況推移 (千円）
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一般会計収支計は繰越予算部をふくた合計.
６０，６１年の経常部学餐は大学院収入，学部収入，短大収入，高校．中学校収入を以て代用している。
以下大学により入手しえた予決算の内容の相違から費目は統一されていない。また経常部・臨時部の内容のちがい
(図審費，利子払いなど）や同一費目の内容の若干の相違もある。
以下でも同橇であるか入手しえたY1i料の関係により空欄がある場合がある。
７１年は「会計基準」に従ったもので「学生生徒納付金」＋「手数料」を学費合計としている。
注１）
２） 
３） 
4） 
5） 
5６ 
第５０表学校法人Ｗ大学
項 Ｆ１１１９５２ 5５１６０ 6２１６３ 
傘慶末{鷺鯛臘烹l1i蝋 ＩＩＨ 
経常勘定
基本勘定
586,768 
168,940 
授業料
入学金
受験料
施設拡充費
学費合計
釧鋤臘'三夢
利子配当収入
長期借入
短期借入
1,065,639 
101,926 
225,496 
1910788 
1,641,626 
85,328 
404,9841 
蕊ill
630,849 
690000 
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71,041 
1,010,817 
9,625 
'櫛:｜,讓議｜
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1,408,700 
277,499 
332,983 
332,682 
2,418,568 
196,701 
1,658,072 
300,899 
337,414 
586,849 
2,960,857 
100,160 
182 
26,515 
25,000 
6,400 
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32,847 
29,828 
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`鰯
254,000 
0 :墓’ 30,189 105,000 0 
illiil 
-
ⅢW:!’ 
鰹蠣醐iｌ 鴬
６６．７１ 
1,806,787 
9740525 
202i939 
28p251 １９４９１ 
１９４．８１ 
１６３．８１ 
借入金利子 17,600113,081 
人件費／授業料｜
人件費/学費’
106.1 
６９．４ 
115.4 
６７．２Ｉ 
109.0 
６１．０ 
注１）学費は実験実習費その他および受験料をふくめた合計･である(以下同じ)。
２）６７年以降基本勘定は前受金をふくみ，各種基金をふくまない（各種韮金
は基金勘定となる)。
化闘争で不正入学を根絶し，大学を支配していた悪徳校友の勢力を追放し
ており，それ以来こうした状況になったものと推察される。補欠入学金の
たぐぃもまったくない。施設拡充饗(学園費および維持喪）も６０年以来据
え置きとなっている。このため第49表で見るように，６０年時点ですでに
人件費／授業料比率は100％を突破しており，人件饗／学費比率もＨ大学
の場合と同様に，ほぼ一貫した上昇を見せている。６２年にはすでに3,900
人件費補助の意味するもの（２）５７
（千円）収支状況推移
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ｑ田４ｑヨｌＤｑｆ
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384燃獅l11iI鯛’41,9
3）利子配当収入は基本金関係のみである。
4）長期借入は学校償をふくんでいない。
5）人件費は教職員絵，臨時給与，教職員厚生澱，年金離金特別制立金，同
大学拠出金への繰入金をふくむ。
万円近ぃ経常借入があり，６５年900万の経常赤字は，６６年には１億4,000
万円をこえる経常借入とふくれ上がる。６７年には学費「紛争」のなかで値
上げを強行し，人件費諸比率は一時的に若干ながら低下するが，６９年に
9,300万円，７０年には4,500万円の経常借入を振興会から余儀なくされて
いる。７１年予算では，「会計基準」の適用のため，Ｈ大学の受験料の場合
と逆に施設拡充費が名目的に約１億5,000万円減額しており，これを前年
6８ 
17,752,588 
1,969,632 
6９ 7０ 
18,770,097119,841,268 
2,199,15912,395,757 
９３ ２２ １β １９ ２６ ３６ ９９ ３１ 3,9420043 2,136,956 4,301,419 3,289,524 4,822,899 3,183,458 5,328,777 13…`7１ 5,554,628 2,484,833 
誼簔'１ 3,294,8 450,1 12602 8904 0７ 5７ 4５ 7３ 
111.41109.7 
65.2６７．３ 
3,776,605 
378,978 
85,0 ６ ３ 
113,684 
114. 
71. １３ 、釦肥鉛⑭’７５毎ｏＲＪｌＲＵ⑥０４里一㎡▲１上０９９９９】ＴＬワ０８９４４１’１ 瞳ｒ 214,348,473 489,530 14,6081 134,3681 櫛1,4471７  300,540 190,139 1480349 10,808 119.6 77.6 4,793,297 152,200 203,300 1410920 135.8 88.9 
5８ 
なみに折り込んで計算しても，人件費／学費比率は83.5％ときわめてき
びしいものとなる。
この大学でＨ大学にもまして大きな負担となっているのは，６９年度末残
高で31億-3,800万円(70年31億3,378万円)という借入金とこれにともな
う年々１億数千万円の利子払いである。この借入金の主な内訳は学債５億
8,100万円(70年６億0141万円),銀行17億4,000万円(同16億2,000万円)，
振興会７億4,420万円（同６億9,791万円）となっていて，銀行の比重が
大きいが，この中の経常借入１億4,480万円は銀行5,180万円に対し振興
会9,300万円と，比重が逆転している。一方６０年には学費の3.6％にす
ぎなかった補助金は，７０年には6.4％，７１年予算では10.7％とその比重
を大きく増大させている。
次はＷ大学に移ろう。Ｈ，Ｍ大学の学生数が60年代はほとんど停滞状態
にあるのに対して，ここでは緩慢ながら増加を続けるが，６７年以降は４万
人台で横這いに転ずる。学費は66年150日にわたる長期の「紛争」の中で
値上げされたが，その後変化はない。第５０表を見れば，人件費諸比率は
はじめからかなり商いが，経常赤字もなく，学生数の増大に支えられて比
較的安定した経営であったといってよい。しかし６３年以降緩慢ながら上
昇を続けていた人件費／学費比率は，とくに学費の自然増がなくなった７０
年には一挙にはね上がり，７１年予算では８８．９という高い数字を示してい
る。６９年には経常部（経常勘定）１億7,255万円の収支不足ということに
なり，１億7,200万円の振興会借入を行なうほか，前受金＝翌年度の学饗
から５８万の繰廻しを行なっている。７０年度は経常収支不足が１億2,303
万円（振興財団から１億2,200万円借入）であったが，７１年度予算では３
億3,229万円と見込まれている。なお借入の面には，従来の臨時部（基本
勘定）借入もほぼ振興会からのものであったが，６７年5,000万円，６９年
8,590万円，７０年には3,500万円の経営費借入（図書機械購入のため）が
あった。借入面ではこの大学はＭ大学などに比ぺれぱ比較的健全で，第５０
表に見るように，以前は借入金利子を上廻る利子配当収入があったが，６７
人件費補助の意味するもの（２）５９
年以降この関係は逆転する。補助金はこのあとで検討されるＫ大学やＮ大
学とともに殿も多い方で，６０年の8,593万円，学澱の5.2％から７０年の
５億0750万円，９．１％へ増大し，７１年予算では７億4,600万円，１３．８％と
いう大きなものとなっている。
Ｗ大学としばしば並び称せられるＫ大学はどうか。ここは医学部があっ
て，その病院収入は第５１表に見るように，学費収入に匹敵するほどの金
額となっている。医学部は物件費の比重がかなり高いので，この大学の人
件費諸比率は，学費に対してのみではもちろん，これに病院収入を加えた
ものに対してとっても，他大学と直接比較はしにくい。それでも第５１表
は，Ｗ大学と同様に漸増を続けてきた学生数が頭うちとなり，またＨ大学
と同年度に「紛争」のあげく値上げした学費の自然増収がなくなった６９
年度以降，それまで60％前後であった人件費／(学費プラス病院収入）の
比率が急上昇しているのを示している。一方，６５年の学費値上げ以前の
３年間７千余万円から８千万円台へと連年増大していた収支不足が６９年
4,225万円，７０年4,723万円と再び現われてきている。また６９年には
退職金のため振興会から２億4,000万円の経営費借入がある。
ただこの大学では，資本的収支部分は特別会計としてくわしい内容が公
表されず，施設拡充費や借入金などの収入の状況も，設備投資の状況もわ
からない。それでもとくに病院に対する設i澱資のため大きな借入金があ
り，この利子負担を免れるため無利子の塾債を募集し，これに肩代りする
ことによって一時利子負担は減少したが，最近又かなりの増大を見ている。
病院収入が私大の経営にとりプラスであるかマイナスであるかは議論の
岐れる所であるが，この大学の場合年々億単位の繰込が本校から行なわれ
ており，これが前にも見た（第３８表および後出第５８表）ような同規模
大学内での賃金の低位の大きな背景となっているものと考えられる。
長期借入金の内訳は63年度は19億9,762万円中銀行等８７．２％，振興会
１２．３％，塾債0.5％であったが，６９年度末には42億3,359万円中塾債が
ほぼ半分の47.3％(70年は45.8％）を占め，振興会からのものが38.3％，
第５１表学校法人Ｋ義塾収支状況推移 (千円） ⑤① 
項目’１９６０１６１１６２１６３１６４１＊６５１６６１６７１６８１６９１７０１７１予
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人件費／授業料
人件費／授業料
＋病院収入
人件費／学費
人件費／学費十病院収入
161. 
75. 
100. 
58. 
152.3 
７４．４ 
９０．７ 
５５．９ 
58.2 
73.5 
96.4 
56.6 
１ 165.3 
76.6 
103.6 
６０．１ 
61.4 
72.4 
04.1 
58.0 
157.7 
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５８．９ 
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５９．３ 
188.3 
90.8 
111.0 
６７．９ 
210.3 
92.7 
125.3 
７１．３ 
１ 
注１）学事収入には農場収入，舎費および厚生女子学院収入をふくむが，これを以て便宜学擬に代える。
２）施設拡充費は71年以外不明なので，学生の大半を占める文科系が納入するようになった65年から70年までかりに
２億，４億，６億，８侭８億，８億（64年度1億）としてこれを学費に加え人件費比率を算出している。
３）７１年度の予算は会計基準により学鶴には787,162千円の施設拡充費をふくむ。
４）借入金利子は特別勘定のものを除く。。
第５２表Ｒ大学収支状況推移 (千円）
項目 19601６１１６２ ３１６幽
授業料
入学金
受験料
施設拡充費
学費合計
230,746 
42,507 
41,904 
26,033 
356’093 
252,093 
125,936 
51,835 
25,083 
469,119 
271,825 
135,289 
76,760 
25,073 
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建設賢 262,298 （法人）
ｌｈＨｌ９ＩＩｑＪＨ１１ⅥＨ４ “2-44Rｉｌ４８２ＵＬ 
借入金利子 25,000 57.8831４３．１８０ｉ18.9521２３．０ 、＿Ｂ】IDI
(,粥|(,鞠|(,鮒人件費／授業料
(樹’７３．６ (73.6） ７８．５ (78.4） 人件費／学費
（）内は東京私教連『私立大学給与規定集５－３』およびその原資料による数値。
71年予算は「会計基準」によったもの。
注１）
２） 
6２ 
銀行などからのものが11.4％となっている。補助金の学費プラス病院収
入に対する比率は60年の3.2％から７０年の8,5％（６億0503万円）とな
り，７１年予算では10.0％（８億3,136万円）が見込まれている。
次はＲ大学である。学校法人Ｒ学院の予決算は，経常部については大学，
併設の小・中・高などに分かれるが，施設拡充費は一応経常収入になって
おり，臨時部は学院全体のものとなっている。７０年までは法人全体の綜合
予決算がないので，この大学のみ法人についてでなく大学の予決算によっ
て諸指標を見ることにする。すなわち第５２表である。一見して人件喪比
率がきわめて高いことが目につく。この大学は第４７表で見たように，他
大学に比して教員１人当り学生数はかなり少なく，しかも第３８表で見て
も教員賃金はそう悪い方ではない。予決算上では学院借入が年々１～２億
円あるが，これは年々利子を伴なってであるが償還されていて(6)，実収支
に大きい影響はないものと考えられる。学院利子払いも71年予算で6,157
万円であるが，一方利子収入は4,577万円で，借入金が大きな負担とはな
っていないようである。学生数はなお緩慢な上昇を続けてはいるが，それ
にしても私大中では比較的恵まれた研究教育条件が大きな赤字を伴なわな
ぃで可能であるのは，表によって明らかなように，見るぺき設備投資を行
なっていないことが大きい。このほか65年の９億7,318万円という巨額
の校地売却も見逃しえない。ミッション系の大学であるが，寄付は年間数
百万円程度であまり大きな比重を持ってはいない。
この大学でも人件巽諸比率は着実に上昇しており，７１年予算では学饗に
対して73.4％，Ｈ大学と同じく「会計基準」により２年分の受験料収入と
なっているのを例年なみとすれば80.9％に達する。これを学院全体につ
いて見れば，授業料に対する比率は156.7％，学費に対して85.1％という
きわめて高い数字となる。
（６）筆者は前掲白轡『法政大学の研究と教育』において，この点を見おとし，
年寄経常借入が増大すると誤って考えたので，ここに訂正する。
第５３表学校法人Ｃ大学収支状況推移 (千円）
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注１）
２） 
３） 
４） 
人件費は「本俸｣，「手当｣，「福利厚生費｣(医務衛生費を除く)，教職員退職基金繰入金をふくむ。
設備投資は「固定資産購入新営費」と「固定資産改良費」の合計。
62年以前は東京私教連『私立大学財政分析資料集』原資料による。
（）内は東京私教連前出資料によるもので大学のみ。
6４ 
Ｈ大学からＲ大学に至るまでは，筆者のいうＡグループに属する部類で
あったが，これから見るＣ大学は，同じＡグループでもややこれらと様子
を異にする。第53表に見る人件費諸比率は65年ごろまではむしろ低下し
ており，しかもその低さはむしろＢグループ的な水準である。それにもか
かわらず前出の第３８，３９表で見た教員の賃金は，諸大学中終始ほぼトッ
プレベルにある。一方第４６表で見れば，学費はＨ大学とともに低い方に
属する。設備投資はしばしば年間１０億をこえ，かなり活発である。それ
にもかかわらず，借入金は一時的にもともかく，総体としてはきわめて少
なく，７０年度末現在でわずか４億7,500万円にすぎない。当然利子払い
も年間多くて5,000万円台，近年は２～3,000万円で，利子配当収入の方
がはるかにこれを上廻っている。
こうした「健全財政」は何によるものであろうか。先にもふれたように
この大学の学生数は正W1xに把握できないが，以前はかなり学生数増大に負
う所が大きかったのではないかと考えられる。そのほか第５４表によれば，
他大学に比して夜間部の学生数が多くしかもその「つめ込み」がかなり著
しい。しかもこれは公表数によってのものであり，こうしたことも「健全
財政」を支えている一因と思われる。
しかし65年値上げした学費は，その後据え置きであり，入学金総額から
見ても入学者数はほぼ横這いという状況の中で，人件費諸比率は上昇の一
途となる。これまで見た他大学よりかなりおそまきながら，６８年には人件
費／授業料比率は100％をこえ，７１年は予算上であるが，人件費／学費比
率は一挙に88.8と他大学をこえてはね上がる。以前は年間10億をこえた
資産増加も，ここ数年鈍化のの一途であり，７０年は前年比６億とひところ
のほぼ半分となっている。
補助金の学我に対する比率は60年の2.6％から７０年の5.0％，７１年予
算では8.3％と増大しており，この点は他大学と共通である。
私たちがこれから考察するのは，Ｂグループに属する諸大学である。こ
れらの大学は６０年度以降の学生数の｢高度成長」の主役となってきた。｛ま
人件饗補助の意味するもの（２）６５
第54表学部学生定員・実人員比率（1969）
ヨ’ｕ'：鄙 国１上1ｓ墨
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注１）前掲尾形ゼミ資料３－３による。
２）学生数は公表数であるから，Ｃ大，Ｎ大の場合はこれよりかなり多い。
じめに見るＴｙ大学は,この10年間学生数がほぼ４倍に増大しており，この
間学費値上げもあって，第55表で見ても学費収入が70年/59年比で17.5
倍という高度成長ぶりを示している。人件費諸比率は，今までのＡグルー
プとことなり，授業料に対してはほぼ100％以下，学費に対する比率では
50％以下で，これは以下のＢグループに共通である。それから，これも以
下の３大学に共通なこととして，補欠入学金が絶対額でも，その比重でも
きわめて大きいことが挙げられる。ＴＶ大学の場合はこれが連年５億から
70年は８億に近く，学費収入全体の中で２０～40％というきわめて高い比
率を占めている。これは臨時部収入として設備投資および借入金返済に当
てられてきたが，それでも設備投資はひところはかなり大きく借入金に依
存せざるをえず，そのため利子払いも表に見るように連年１億をこえてい
た。しかし最近はこうした利子払いも４～５千万円となり，利子収入の半
分程度となっている。この間資産は６５年の69億0814万円から７０年の
6６ 
第５５表学校法人Ｔｙ
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DB 菅入金
110億4,204万円（借入残高８億0705万円）へと大きく増大する。
こうしたＴｙ大学にあっても，６８年以降の学生数増の鈍化は，６６年以
来の学費の裾き置きと相俟って，収支状況に影響せざるをえない。すなわ
ち従前むしろ低下してきた人件費諸比率は６８年から上昇に転じ，７１年は
予算上ではあるが授業料に対し106.1％，学費合計に対し57.8％という
ことになる。学生数は今後も２万人前後に止める方針というが，そうなれ
ば今のところようやく５０％台という人件費／学饗比率も，他大学のよう
な傾向をたどることにならざるをえないであろう。
同じＢグループのＳｓ大学はＴｙ大学よりひとまわり学生数が少ないが，
やはりここ１０年間に学生数を約３倍に増大させている。学部は経済，法，
経営，商，文と理科系学部のまったくないことは，経営上有利といえる。
資料がそろわないため，ここ数年を主とした収支状況しか見られないが，
学生数増が伸びなやむとともに，従来低かった人件費諸比率が上昇に転じ
てくることは第５６表に見る通りで，この点前のＴｙ大学の場合と同様で
ある。７１年は学巽の値上げと，Ｈ大学やＲ大学の場合と同じような「会計
基準」による次年度の受験料収入分の増加があるが，一方補欠入学金を予
人件費補IMIの意味するもの（２）６７
（千円）大学収支状況推移
71予6９ 7０ 6７ 6８ 
1,604,150 
182,674 
1770617 
299,638 
784,511 
3,252,648 
128,624 
1,5570930 
220,255 
129,550 
1,457,920 
173,213 
145,790 
269,763 
550,235 
2,781,129 
６１，１３１ 
10556,104 
168,079 
151,089 
284,937 
560,134 
2,910,607 
９１，３０９ 
1,246,385 
｝ 246,644 594,529 
2,528,651 
５３，７１２ 
786,160 
2,860,603 
８５，５０５ 
1,159,775 
108,396 
1,273,033 
３９，３７４ 
1,496,878 
４４，７２３ 
1.686.501 1,383,549 
３８，４８９ 50.000 
106.1 93.1 
45.9 
87.3 
45.8 
88.9 
47.5 
93.3 
46.0 57.8 
(千円）第56表学校法人Ｓｓ大学収支状況推移
項 *７１予6８ 6９ 7０ 1963 
授業科｜
入学金｜
受験料｜
施設拡充費｜
補欠入学金
学費合計｜
補助金，
運用財産収入Ｉ
1.225.051 339,524 
７７，５１５ 
２２，２９４ 
５７，３４９ 
33,716 
5490162 
３００００ 
９，８２６ 
1.159.184 1.166.439 1,021,012 
142,375 
９０，８０５ 
118,565 
2020115 
1,626,145 
４，２１８ 
３９，１２１ 
260.700 153.240 149.795 
264.800 108.455 124.215 
126.325 112.161 124.428 
180.000 266,788 
1,878,438 
２９，７６１ 
４７，４５２ 
363.831 
2.094.752 1.996.184 
118.574 95.976 
63.974 48.002 
人件喪
借入金利子
~経~霜~蔀~｡＝す．
臨時部へ繰入
2260495 1.202.341 1,080,874 
７９，１０４ 87.584 
96,529 68,391 
９２．７ 
５４．１ 
人件費／授業料
人件費／学饗
66.7 
41.2 
98.1 
57.4 Ｈｕ 
注１）７１年の運用財産収入は「利子配当」のみ。
２）学費は66年にも値上げされている。
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算上前年の半分としており，人件費／授業料比率は辛うじて100％をわず
か下廻る９８．１％，学費全体との比率は57.4％となっている。借入面では
この大学はＴｙ大学の場合と比ぺるならば「不健全」であって，経常部か
ら臨時部へ年々多額の繰入を行っているのに70年度末借入金残高は13億
5,299万円（資産総額67億2,485万円）となっており，利子払いもかなり
大きい。
もっともこの臨時部繰入と借入負担の内容には若干問題がある。やや岐
論にわたるが，この大学では68年に先にふれたような｢羽島駅短大」を北
海道に設腫した。同大学の教員組合ではこれに先だら，現地調査なども行
なって，その設立動機の不純なこと，経営面から見ても大学の負担となる
ことなどを指欄している(7)。初年度は入学定員農業機械科８０人に対して
在学者はわずか８人，農業木土科は80人に21人，農業経営科は100人に
60人，計260人に対し９５人と射に近い状況であった。６９年度は完成年次
であるが各科それぞれ160人定員に36人，160人に62人，200人に９５人，
合ii1.520人に193人と同様な状況であり，７０年は同じ定員にそれぞれ在学
者43人，７３人，５０人，計166人(6)と減少さえしている。このため７０年
度決算では，短大のみ見れば人件費6,932万円に対して学費は3,940万円，
その比率176％となっている。大学の経常部から臨時部へは１億2,094万
円の繰入があるが，このうちの2,701万円と２億4,700万円（法人全体で
４億0960万円）の長期借入とを以て，短大の5,255万円の経常赤字の補填
と借入金返済が行なわれている。７１年度予算でも大学から短大へ4,500万
円の繰入が予定されている。また法人の長期借入１億3,000万円はすぺて
短大のものであり，8,758万円の利子払い中短大の分は4,716万円に達す
る。短大の人件費／学費比率も8,506万円/3,770万円＝226％にはね上が
っている。｢羽島駅短大」の推進役であった前総長はすでに亡い゜しかしこ
うした短大の現状は，大学にとっても決してひとごとではないのである。
（７）Iiil禍1W〔修大学教且組合『専修大学美'111股工短ﾘﾘI大学投立lMI題に１１１Ｉする綱査
報告』（1967.7）
人件澱補助の意味するもの（２）６９
（８）文部省『全国短期大学一覧』および『全国学校総覧』による。
さて私たちは個別的分析の最後に，Ｎ大学を見ることにしよう。正確に
は把握しがたいが10万近いといわれる学生数，Ｗ大学やＫ大学をも上廻り，
Ｈ大学の２倍近い４年間の学生納付金（前出第46表)，学部により公称学
生数で算出してさえ教員１人当り２～300人をこえるという驚くべきマス
プロ，どれを見てもその名にふさわしい。第５７表はこうした研究教育条
件の犠牲の上に立つ経営状況である。これによれば公称の学生納付金以外
に年々大きく増大する補欠入学金が最近では５０～６０億円という巨額に及
んでいるのを知ることができる。またここは１１の大学学部から高校，幼
稚園に至るまですべて独算制度をとっており，６９年度決算では医学部9)お
よび３高校を除いていずれも剰余金が出ている。この剰余金は「資金」と
して本部に集中されるが，これがまた年間2～30億円という膨大な額であ
る。施設費もほぼ同額であり，以上３者で合計100億円をこえる。同様に
医学部をもつＫ大学とことなり，表で見るように病院収入はそれほど大き
なウエイトは持たない。人件費／学費比率は67年まではほぼ30％台とい
う驚くべき低さであった。これでは借入金に依存しなくとも，年々数十億
の設備投資をしながら通知預金・定期預金といった形での銀行預金はふく
れ上がり，資産も年々100億をこえる増加というのも，うなずかれる。学
生数ではここにつぐＷ大学の資産増大が年間ようやく１０～２０億であった
のと比べても，まさにケタ違いであり，またはじめに見たＨ大学の停滞と
きわめて対照的である。Ｈ大学の場合丁度逆に現われているが，こうした
資産の増加状況と人件費諸比率とはほぼ対応した関係にあることが明瞭で
ある。６９年度末の長期借入金残高は３２臆４，６１２万円（７０年度末33億
9,829万円)であるが，振興会借入が２８億342万円，あとは公庫からおよ
び学債で銀行借入はまったくない。この利子払いは70年度２億0163万円
となっているが,他方利子収入は11億3,377万円,差引き９億円をこえる。
（９）もっとも医学部に病院をふくめて考えれば，前のＫ大学の場合とは逆に膨
大な剰余金が生まれる。
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68年は「給争」のため一時的収入減があるが翌年かなりとり戻している。このため両年の平均を（）で示した。
事業収入には病院収入のほか農場・養成所収入をふくむ。
70年度は「資金」としては出されていｵ食いので経常部の収支の差をもってこれに代えた。
人件費補助の意味するもの（２）７１
このようにあらゆる点でこれまで見た他大学とおよそケタ違いの「超健
全財政」であるのに，補助金が他をはるかにしのいでもっとも多いのもこ
の大学である。すなわち70年度決算では10億9,006万円，７１年予算では
14億0137万円という大きな額となっている。しかも６３年にこの大学では
３年間に１億5,000万円というＦ会頭のウラ給与をはじめ20億とも３０億
とも言われる使途不明金をめぐって大きな「紛争」が起こっているが，結
局権力的圧殺により事態は「収拾」され今日に至っている。
この大学の学生数は正確に把握できず，前出第45表で見ても６９～70年
の間資料により増減の状況は逆になっている。しかし入学金総額を見れば，
69年の減少および７１年予算での増加はあるが，ほぼ15～6億円と一定し，
入学者数に大きな増加がなくなったことを示している。こうしたためか，
人件費諸比率は６８年から上昇に転じ，７０年には予算上はじめて人件費授
業料比率が101.5％と１００をこえた。これは決算では９８．５となっている
が，７１年度予算では一挙に120('0》，人件費／学費比率も５６．１％と急増し
ている。全国にわたって系列下の高校をもつこの大学が，今後学生数の増
大を停止するという学生との「公約」を守るかどうかははなはだ疑わしい。
むしろ７１年予算では増大のきざしが見える。上に見た人件喪比率の上昇
も，Ｎ大学の「超健全財政」にとってはせいぜい「かげり」程度でしかな
いかも知れない。しかしこの大学の従来の巨大な資産蓄祇も，異常に低い
人件費諸比率の上に成立ってきたものであれば，こうした「かげり」でも
その持つ意味は見逃すことができないであろう。Ｎ大学といえども，日本
の私大のもつ経営の法則性を免れるわけにはゆかないのである。
（10）もっとも，授業料以外のとくに補欠入学金の比重が大きいため，人件費／
授業料比率が上ってもその割には人件費／学餐比率は上らない。
6．中間総括
前節で私たちはいくつかの大学について，とくに６０年代以降に焦点を
合わせながら，その経営状況を概観してみた.以下では若干の補足を加え
7２ 
ながら，こうした個別的検討から明らかになったいくつかの点を整理した
後，戦前，戦後，そして戦後での個別事例という本稿全体の検討をふりか
えって一応の中間総括を行なうことにする(1)。
（１）はじめの予定では，本節で戦ililからの国庫補1MJについての歴史的推移をふ
りかえり，そのあとで昨年度からの人件費をふくむ経常費補助およびこれとと
もに発足した振興財団についての種々のｌｌｌ題点を検討することにしていた。し
かしはじめに述ぺたように，人件擬補助の実現については，国＝総資本の側の
私大への要諦と，私大の側の経憐mIT情という二つの背景がある。本稿で考察し
たのはこの後者についてであるが，前者の分析なしには，明治以来の私大への
ｎｏsupport政策も，それと打って変ったかに見える人件費補助も，実は理解
しえない。このため予定を変更して，次の機会での前者の分析の末尾において
本稿第６節で予定していた内容を腰開することにした。本稿といわば対となる
次稿での最後のこうした部分は，本稿の第１節で見た中教育答申に対応したそ
の私大版の展開ということになるわけである。
なおこのため本稿のiii半において「本稿の最後で……」と立ち返ることを予
定していたいくつかの11{]題点も，次稿で検吋されることになる。
前節でその経営内容を見たＨ大学からＮ大学に至る各大学は，Ａグルー
プのものも，Ｂグループのものも，その中でまた相互にさまざまの著しい
差異があった。こうした不十分な検討を以てすら，個別的・具体的分析を
ぬきにした全体的・平均的分析のみの不十分さは明らかである。しかし一
方そうしたパライアティはありながらも，私たちは個々の大学の分析を通
じて，ほぼ次のような諸点を砿調することができると思われる。
１）学生数は私大経営にとって決定的な意味をもっており，学生数増加
の停止は，同時に私大経営の曲りかどを意味する。このことは，かのＮ大
学でさえ例外ではありえない。学生数の頭うちが続くかぎり，学饗値上げ
は一時的な糊塗にしかすぎない。別の角度からいうなら，学生増加の状況
は私大の経営状態の指標をなす。第４図は,綜合大学,単科大学,文科系,理
科系，学生規模は数千から数万とさまざまの異なる型の大学について，学
生数増と人件費／学費比率との関係を見たものである。一律に70年／61年
という学生増をとり，大学によって法人全体でないもの，予算によってい
人Ｉｌｌ:餐補Uhの意味するもの（２）７３
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註１.前掲尾形ゼミ涜料2-4および3-3による。２.学生数は『全国学校総魔』、人件費比率は各大学６９年決算(括弧内のものは70年予算､○は69年
予算）により算出。
３．Ｋ,Ｎは学費十病院収入により算出。
るものもあるし，またその他の事情もさまざまであるのに，それにしては
Ｓｂ大学などを除き両者の間にかなりはっきりした対応関係が見られる。
２）学生数がその一つの大きな要素をなす研究教育条件一学費もふくむ
－が改善されるほど，私大経営は窮迫を告げる。私大が大学であろうとす
ればするほどその経営は「火のIlL」となり，逆に「悪いやつほどよく眠る｡」
良心的な研究教育と「健全財政」とは所詮両立しえないのである(2)６
（２）そうした意味で，次稿で立入って兄ることになろうが，振興財団の経常澱
補助配分方式は，きわめて矛IHiをふくむものである。７０年度の配分では７０％
を教員の人数制､３０％を「メリット」分として，後者については，１）学生定員
実人員比率,２）教員１人当り学生数,３）その他の教育条件（校舎．校地面積，
図書)，４）学生納付金の還元率，５）財政状況,という諸要素によって評点を定
7４ 
めている。しかしこの１～４の研究教育条件は，５の「財政状況」と矛盾せざ
るをえない。財団の当事者はすでにこうしたことに気づいているはずであるの
にもかかわらず，今年の配分でも依然lii嫌の方式がとられているのは，「受益
者負担の適正」＝学費値上げによる「経営の健全」が重視されているためであ
ろうか。
３）どの大学をみても共通に，ここ数年来，学生増の停滞又は鈍化に加
え学費の頭打ちの中で，急速に経営が悪化し，もしくは転機を迎えている。
すなわち軒なみ71年度では80％をこえるという人件饗／学費比率の急騰，
億単位の経常借入や臨時部から経常部への繰入等々がある。また従来「健
全財政」もしくは「超健全財政」と見られていた大学においてさえ，一時
的かどうか今後の推移を見なければならないが，少なくとも「かげり」が
現われている。
４）そうした中で，従来振興会（振興財団）の貸付を通じて強められて
きた国家の下への私大の包摂は，とくに７０年からの人件費をふくむ経常
費補助の実現により，さらに直接的な形をとり，その重圧はぬきさしなら
ぬものとなってきている。
こうしてみると，前に全体的分析の中ではまだ段終年度の６８年と借入
金の面というところで部分的にしか現われていなかった私大の経営危機の
新たな局面は，６９，７０年，さらに７１年と個別大学においては全面的かつ
きわめて深刻なものとなっていることが看取される。
戦前すでに原型として確立された学費依存の私大の経営構造は，戦後も
今日まで基本的に一貫している。戦後の特徴とされる資本的支出の増大や
これに対応する借入金の増大も，決してこの原型を変えるものではない。
戦後の全体的分析でも，さらに個別的分析でも明らかなように，設備投資
の比重が減少した時点で，あるいは借入負担がさして問題とならない大学
でも，たえず可能性として日本の私大につきまとってきた経営危機が顕在
化しているのである。臨私調や文部省のいうように事の本質は借入とか，
資本的支出とかいうstockにあるのではなく，経常的なｆｌｏｗにこそある。
こうしたことが事実をもって明らかになってきており，しかも今後の学費
人件費補助の意味するもの（２）７５
の伸びなやみと学生数の頭打ちの中で事態がより深刻化することが予想さ
れる現時点で，人件喪補助が実現したことは，実にtimely-さまざまな
意味をこめて－であった。
ところで，こうした経営危機を可能性としては私大に宿命的なものにし，
またその可能性を現実性に転化させたものは何か。前者はいいかえれば，
私大をして学費依存という私的経営の形態をとらせた背景であり，後者は
戦後の，とくに６０年代以降の日本資本主義のあゆみとかかわる。こうし
たことはいずれも，今までの検討でほぼ明らかとなっている。資本の必要
に応じてしか，国家＝総資本も，社会＝個別資本も金を出さなかった教育
の場に形成された二重構造，あるいは多層構造の末端に私学がおかれてい
た，ということが問題の核心である。それに加えて戦後の，なかんずく
「高度成長」の中でのインフレーションは，私学が私学である以上慢性的
に内蔵せざるをえない経営危機を激発させることになる。
こうした背景は，現在進行しつつある「私学政策の転換」によっても，
｢日本経済の曲り角」によっても，基本的に変らない。すでに私大の破産・
身売りは続出しているが，今後学生数の伸びなやみとともに私大間の競争
が激化する中で，補助金はスクラップ.アンド・ビルドをより積極的にお
し進めるテコとなろう。そうした中で新たな序列づけの下での私大が，資
本にとってより有効な労働力供給源として国家の直接的な包摂の中に組み
こまれてゆくという方向にある。
それでは何故に日本資本主義は私大をこうしたアウトサイダー，あるい
は筆者のいう「中小企業的」存在としてしか遇してこなかったのであろう
か。ここでまたしても，私たちは総資本にとり，なかんずく労働力供給源
としての私大とは何かという問題にぶつかる。次の機会に私たちはこの問
題を，たとえばアメリカなどと比較しながら，検討することにしよう。そ
してその中で，人件費補助を必然たらしめたもう一つの，より基本的な背
景が明らかにされることになるであろう。（1971.9.18）
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〔磁罫〕識⑭⑭鮒僻蕊中一Ｇ片←パ》弄鮒時鼓一端が。
第５８表1968～1970年度１０大学教職員平均本俸等比較
職教 貝 貝大
学
年
度 ｜
Ｉ
 
本俸比較
順位
本俸比較
順位平均本俸 人数 平均年令 平均本俸人数 平均年令
}:iiiＴＩ鰯
｜円弛却
一
６
９
｜人ｕ訂
７
６
 
歳仙肌ｎＭ
３
３
３
３
 
人側闘３３
 
1968 
７０ 5８ ６８ 
２
７
 ｜ マロローー［》”．□。 ｜戸》”．■○一函一一＄》’
Ｈ 
668 
640 
54,273 
70.817 
89,463 
107,541 
８
６
 
6８ 
７０ 
518 
538 
43.1 
44.5 LＩ 
828 
805 
36.6 
37.4 
53,190 
71.661 
一（｝｝言々先一一一口■■■一
6８ 
７０ 
924 
908 
48.1 
47.3 
95,310 
117,027 
３
１
 Ｗ ３
２
２
３
．
６
９
 ４
７
 
３
５
 
抑剛一瑚叩一耐伽５７ ８２
 
6９ 
７０ 
988 
985 
84,604 
90,693 
1０ 
１０ 
２，１８０ 
2.006 
34.0 
34.3 
40.2 
40.3 Ｋ 
257 
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94,266 
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７０ 
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40.1 
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271 
36.4 
36.4 
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69.427 
6８ 
７０ 
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42.3 
41.9 Ｒｉ 
注１）東京私教連調べ。
２）Ｋ大学のみ６９年と７０年の数値である。なおこの大学の職員は半数近くを
病院の看護婦が占めており，他大学と単純な比較はできない。
